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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

項目

自　平成16年４月
１日

至　平成17年３月
31日

自　平成17年４月
１日

至　平成18年３月
31日

自　平成18年４月
１日

至　平成19年３月
31日

自　平成19年４月
１日

至　平成20年３月
31日

自　平成20年４月
１日

至　平成21年３月
31日

売上高（百万円） 117,216 112,362 117,662 128,585 103,916

経常利益（百万円） 1,727 2,146 1,727 1,660 991

当期純利益（百万円） 597 1,013 1,495 840 420

純資産額（百万円） 6,247 7,306 9,287 9,670 9,175

総資産額（百万円） 40,336 41,413 41,965 40,969 30,639

１株当たり純資産額（円） 871.62 1,022.19 1,215.17 1,266.08 1,248.89

１株当たり当期純利益金額

（円）
81.28 141.76 209.18 117.56 58.87

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
－ － 209.05 － －

自己資本比率（％） 15.5 17.6 20.7 22.1 29.1

自己資本利益率（％） 10.1 15.0 18.7 9.5 4.7

株価収益率（倍） 8.3 8.3 4.7 6.0 4.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△951 △883 △3,603 3,116 3,758

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△427 45 654 △102 △973

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
911 2,097 115 △2,005 △2,662

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
6,660 8,189 5,429 5,973 5,401

従業員数

（外、平均臨時従業員数）（人）

492

(64)

475

(68)

475

(56)

478

(69)

474

(75)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成17年３月期及び平成18年３月期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成20年３月期より連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４．平成19年３月期連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 82,185 65,146 76,614 92,490 70,569

経常利益（百万円） 1,616 1,287 1,000 672 420

当期純利益（百万円） 798 657 917 319 189

資本金（百万円） 1,433 1,433 1,433 1,433 1,433

発行済株式総数（株） 7,148,400 7,148,400 7,148,400 7,148,400 7,148,400

純資産額（百万円） 6,083 6,664 7,411 7,516 7,475

総資産額（百万円） 30,136 29,568 31,070 29,197 20,164

１株当たり純資産額（円） 849.39 932.39 1,036.89 1,051.55 1,045.88

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

15.00

（－）

20.00

（－）

20.00

（－）

25.00

（－）

15.00

（－）

１株当たり当期純利益金額

（円）
110.03 91.95 128.30 44.75 26.45

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
－ － 128.22 － －

自己資本比率（％） 20.2 22.5 23.9 25.7 37.1

自己資本利益率（％） 13.9 10.3 13.0 4.3 2.5

株価収益率（倍） 6.2 12.7 7.7 15.6 10.4

配当性向（％） 13.6 21.8 15.6 55.9 56.7

従業員数

（外、平均臨時従業員数）（人）

221

(48)

216

(36)

214

(28)

217

(42)

214

(46)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第44期及び第45期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

３．第47期より潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第45期の１株当たり配当額には、特別配当５円を含んでおります。

５．第46期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和36年10月 東京都渋谷区渋谷三丁目27番15号に資本金１百万円で共信電気株式会社を設立し、同時にソニー商
事株式会社（現　ソニーマーケティング株式会社）と特機商品の販売を目的に特約店契約を締結。

昭和37年４月 城南ソニー販売株式会社（現　ソニーマーケティング株式会社）とコンスーマーＡＶ商品の販売を

目的に特約店契約を締結。

昭和38年11月 ソニー株式会社と半導体の販売を目的に特約店契約を締結。

昭和55年５月 ソニー株式会社と放送業務用機器の販売を目的に特約店契約を締結。

昭和57年２月 ソニー株式会社と業務用ＡＶ磁気テープの販売を目的に特約店契約を締結。

昭和58年11月 ソニー株式会社とＣＣＤビデオカメラモジュールの販売を目的に特約店契約を締結。

昭和60年６月 本社を東京都渋谷区渋谷一丁目９番８号に移転。

昭和61年10月 ソウル支店をソウル（大韓民国）に設置。

昭和62年１月 共信セミコンダクター株式会社と韓国における半導体等電子部品の販売を目的に当社の総代理店

契約を締結。

昭和62年４月 電子部品の開発・販売を目的として東京都品川区東五反田四丁目７番20号にケミハン株式会社
（平成５年10月　ソニーコンポーネントマーケティング株式会社に商号変更）を設立。

昭和63年11月 ソニー株式会社とＭＯドライブの販売を目的に特約店契約を締結。

平成元年12月 ソニー製半導体の販売会社として東京都品川区西五反田八丁目８番15号に株式会社テクノソニッ
クを設立。

平成２年２月 KYOSEMI SINGAPORE PTE,LTD.（現　KYOSHIN TECHNOSONIC (S) PTE LTD）を販売拠点とし
てシンガポールに設立。

平成５年４月 KYOSEMI HONG KONG LTD. （現　KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA)　LTD.）を販売拠点として香
港に設立。

平成８年12月 株式会社テクノソニック本社を東京都千代田区神田東松下町45番に移転。
平成９年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成10年８月 株式会社インフィニテックを設立。

平成10年９月 ソニーコンポーネントマーケティング株式会社本社を東京都品川区西五反田一丁目31番１号に移
転。

平成12年１月 平成堂株式会社を子会社化。

平成12年４月 株式会社テクノソニック及びソニーコンポーネントマーケティング株式会社と合併し、商号を共信

テクノソニック株式会社へ変更。

 ソウル（大韓民国）にKYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.を設立。
平成12年７月 KYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.へ、ソウル支店の営業の一部を譲渡。
平成12年９月 株式会社ネットカムビジョンを設立。

平成12年11月 上海（中国）にSHANGHAI KYOTEC ELECTRONIC TRADING CO.,LTD.を設立。
平成13年８月 本社を東京都渋谷区渋谷一丁目９番８号から渋谷区渋谷二丁目22番３号に移転。
平成14年７月 ケーティーエス・テクノロジー株式会社を設立。

平成15年６月 本社を東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号から東京都品川区西五反田二丁目28番５号に移転。
平成15年９月 ＩＳＯ14001を提出会社、連結子会社である平成堂株式会社、株式会社インフィニテック及び株式会

社ネットカムビジョンが認証取得。

平成16年３月 ケーティーエス・テクノロジー株式会社を吸収合併。

平成16年５月 共信コミュニケーションズ株式会社を設立。

平成16年８月 サンタクララ（米国）に駐在員事務所を設置。

平成16年８月 新潟LSIラボを新潟県新潟市に設置。
平成16年10月 本社を東京都品川区西五反田二丁目28番５号から東京都品川区西五反田一丁目31番１号に移転。
平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年３月 ＩＳＯ9001を提出会社、連結子会社である平成堂株式会社及び株式会社インフィニテックが認証取
得。

平成17年４月 深?（中国）にKYOSHIN TECHNOSONIC (SHENZHEN) LTD.を設立。
平成19年１月 ソウル（大韓民国）にKYOSHIN COMMUNICATIONS (KOREA) CO.,LTD.を設立。
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３【事業の内容】

　当社の企業グループは、当社、子会社10社、その他の関係会社１社及び当社と継続的で緊密な事業上の関係のある

関連当事者（その他の関係会社の子会社）５社により構成され、電子部品販売事業と電子機器販売事業を営んでお

ります。

　事業内容と、当社、子会社、その他の関係会社及び関連当事者にかかる位置付け、また、事業の種類別セグメントと

の関連は、次のとおりであります。

　なお、電子部品販売事業と電子機器販売事業は、「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事

業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。

区分 主要商・製品 主要な会社

電子部品販売事業

 

当社

ソニー株式会社

ソニーイーエムシーエス株式会

社

ソニーケミカル＆インフォメー

ションデバイス株式会社

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (ASIA) LTD．

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (K) CO.,LTD. 

SHANGHAI KYOTEC

ELECTRONIC TRADING CO.,

LTD.

KYOSHIN TECHNOSONIC (S)

PTE LTD

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (SHENZHEN) L

TD.  

SONY CORPORATION 

OF HONG KONG LTD.

SONY KOREA CORPORATION 

（会社数　計11社）

半導体 ＣＣＤ、ＬＣＤ、ＭＭＩＣ、ＡＳＩＣ、

Ｄ－ＲＡＭ

電子部品
光学ピックアップユニット、バッテリー、

ＴＶチューナー用モジュール

電子機器販売事業  

当社

ソニー株式会社

ソニーマーケティング株式会社

共信コミュニケーションズ株式

会社

平成堂株式会社

株式会社インフィニテック

株式会社ネットカムビジョン

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (ASIA) LTD．

KYOSHIN

TECHNOSONIC (K) CO.,LTD. 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (S) PTE LTD

KYOSHIN

COMMUNICATIONS (KOREA) C

O.,LTD.  

（会社数　計11社）

　

　

電子機器
各種ＶＴＲ、カメラ、ビデオプリンター、音響映像関

連機器

記録媒体品 磁気テープ、光ディスク、データ記録用ディスク

製品
当社及び子会社取扱の電子機器を組み合わせたシ

ステム製品

その他
電子機器の修理、ＡＶ機器のレンタル、教育用ソフ

トウェア

　以上について図示すると次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所 資本金
主要な事
業の内容

議決権
の所有
割合又
は被所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼任等

資金
援助

設備の
賃貸借

その他当社
役員
（名）

当社
従業員

（名）

KYOSHIN 

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

（注）２、４

　

CONTAINER

PORT ROAD

KWAI CHUNG,

HONG KONG

千米

ドル

4,615

電子部品

電子機器

販売事業

100 1 3 なし なし

金融機関からの

借入金及び仕入

債務に対する債

務保証を行って

おります。

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(K) CO.,LTD.

（注）２

YEOIDO-DONG,

YOUNG DONG 

PO-KU,

SEOUL

千韓国

ウォン

3,000,000

電子部品

電子機器

販売事業

100 － 4 なし なし なし

SHANGHAI 

KYOTEC

ELECTRONIC

TRADING

CO.,LTD.

HUAI HAI

ZHONG ROAD,

SHANGHAI

千人民元

3,997

電子部品

販売事業

100

(100)
1 2 なし なし なし

KYOSHIN 

TECHNOSONIC

(S) PTE LTD

ORCHARD ROAD

SINGAPORE

千シンガ

ポールドル

800

電子部品

電子機器

販売事業

100

(100)
－ 3 なし なし

仕入債務に対す

る債務保証を

行っております。

KYOSHIN 

TECHNOSONIC

(SHENZHEN) LTD.

CAITIAN RD.,

SHENZHEN

千人民元

6,401

電子部品

販売事業

100

(100)
－ 3 なし なし

金融機関からの

借入金に対する

債務保証を行っ

ております。

KYOSHIN

COMMUNICATIONS 

(KOREA)CO.,LTD. 

YANGPYEONG

DONG,

YOUNG DONG

PO-GU,

SEOUL

　

千韓国

ウォン

320,000

電子機

器販売

事業

100

(100)
1 －  なし なし

金融機関からの

借入金に対する

債務保証を行っ

ております。

共信コミュニケー

ションズ株式会社

（注）２、４

東京都

品川区

百万円

400

電子機器

販売事業
80 2 1

　

なし

 

なし

金融機関からの

借入金に対する

債務保証を行っ

ております。

平成堂

株式会社

香川県

丸亀市

百万円

10

電子機器

販売事業
90 1 1 なし なし なし
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名称 住所 資本金
主要な事
業の内容

議決権
の所有
割合又
は被所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼任等

資金
援助

設備の
賃貸借

その他当社
役員
（名）

当社
従業員

（名）

株式会社イン

フィニテック

東京都

品川区

百万円

50

電子機器

販売事業
60 1 1 なし なし なし

株式会社

ネットカムビ

ジョン

東京都

日野市

百万円

10

電子機器

販売事業
100 1 1 なし なし なし

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA) LTD.、KYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.及び共信コミュニケーショ

ンズ株式会社は、特定子会社に該当しております。

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

４．KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA) LTD.及び共信コミュニケーションズ株式会社につきましては、売上高

（連結相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

 主要な損益情報等

 　 　

KYOSHIN TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

 百万円

共信コミュニケー

ションズ株式会社

 百万円

 (1) 売上高 11,306 15,787

 (2) 経常利益又は経常損失（△） △8 252

 (3) 当期純利益又は当期純損失（△） △87 86

 (4) 純資産額 163 896

 (5) 総資産額 2,819 6,202

その他の関係会社

名称 住所 資本金
主要な事
業の内容

議決権
の所有
割合又
は被所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼任等

資金
援助

設備の
賃貸借

その他当社
役員
（名）

当社
従業員

（名）

ソニー

株式会社

東京都

港区

百万円

630,765

電子・電

気機械器

具の製造

・販売

(被所有)

30.5

(2.0)

－ － なし なし

電子部品等の

同社からの仕入

（特約店）

（注）１．有価証券報告書を提出しております。

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況
　 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

電子部品販売事業  203（ 5）

電子機器販売事業  219（30）　

全社（共通）  52（40）　

合計  474（75）　

　（注）１．従業員は就業人員であり、臨時従業員数（期間社員、契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は

（ ）に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。

　　　　２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の総務・経理部門及び情

報システム部門に所属しているものであります。

(2)提出会社の状況
　 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

　214（46） 38.7 10.3 6,647,491

　（注）１．従業員は就業人員であり、臨時従業員数（期間社員、契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は

（ ）に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

　　　　２. 平均年間給与は税込支払給与額の平均であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3)労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、消費税等に係る会計処理方法につき、税抜方式を採用しているため、以下の記

載金額には消費税等は含まれておりません。

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は、原油価格や原材料価格の高騰及びサブプライムローン問題に

端を発した金融不安などの影響により景気の減速傾向で推移しました。後半は、９月のリーマンショック以降、世

界規模での金融不安に伴う株価の急落や円高の影響が実体経済へ波及し、大変厳しい景気後退局面を迎えまし

た。急激な需要減少による企業収益の大幅な悪化が設備投資の抑制や雇用問題の深刻化に繋がりました。当社グ

ループが関連しておりますエレクトロニクス業界におきましても、少なからぬ影響を受け、個人消費の落ち込み

からデジタルテレビ、デジタルスチルカメラや携帯電話を始めとするIT・デジタル関連製品の販売が低迷いたし

ました。これに伴って、電子部品の需要は急速に減少し、価格も下落いたしました。当社グループにおきましても、

市場の低迷を受けて販売が低調に推移いたしました。また、第３四半期における急激な円高の進行に伴う為替差

損の発生により営業外損益が悪化したことに加え、投資有価証券の評価損等により特別損益も悪化いたしまし

た。これらの状況に対処すべく販売費及び一般管理費を削減いたしました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は1,039億16百万円（前連結会計年度比19.2％減）、営業利益は15億33百万円

（前連結会計年度比33.4％減）、経常利益は９億91百万円（前連結会計年度比40.3％減）、当期純利益は４億20百

万円（前連結会計年度比49.9％減）となりました。

　

当連結会計年度のセグメント別概況は次のとおりであります。

　

①　事業の種類別セグメント

ア．電子部品販売事業

電子部品販売事業におきましては、デジタルスチルカメラ及び携帯電話向けを中心に販売が下落いたしま

した。特に、携帯電話向けイメージセンサー及び液晶パネル、デジタルスチルカメラ向けイメージセンサーの

売上が減少したほか、デジタルスチルカメラ向けマイコンをはじめとした海外製半導体につきましても低調

に推移いたしました。

　以上の結果、売上高は818億74百万円（前連結会計年度比22.4％減）、営業利益は15億64百万円（前連結会計

年度比29.3％減）となりました。

イ．電子機器販売事業

電子機器販売事業におきましては、企業及び文教市場向けAV機器の一部販売は比較的堅調に推移いたしま

したが、年末以降、企業業績の低迷による設備投資の減少が顕著になり、当社グループの販売も低調に終わり

ました。イメージセンシングビジネスにつきましては、当期の途中前半までは、セキュリティカメラの販売が

海外市場を中心に比較的好調に推移したものの、国内の半導体製造装置向け産業用カメラの販売が大幅に減

少したことから、全体としては減少いたしました。セキュリティソリューションビジネスや教育用AVシステ

ム販売につきましても、需要の落ち込みに伴って前連結会計年度から減少いたしました。

　以上の結果、売上高は220億42百万円（前連結会計年度比4.7％減）、営業利益は６億50百万円（前連結会計

年度比22.1％減）となりました。

　

②　所在地別セグメント

ア．日本

日本におきましては、主力商品であるイメージセンサーの販売が、デジタルスチルカメラ及び携帯電話向

けに大幅に減少いたしました。海外製半導体につきましても、DVDレコーダー向けメモリー等の販売が落ち

込みました。また、放送機器及び企業・文教向けAV 機器の販売、ならびにイメージセンシングビジネスにつ

きましても、企業の投資抑制の影響から低調に推移いたしました。

　以上の結果、売上高は873億65百万円（前連結会計年度比20.8％減）、営業利益は17億18百万円（前連結会計

年度比30.8％減）となりました。
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イ．アジア

アジアにおきましては、デジタルフォトフレーム向け液晶パネル及びイメージセンシングビジネスのセ

キュリティカメラ等の販売が増加いたしました。しかし、デジタルスチルカメラ向けマイコン及びバッテ

リーの減少や、カーオーディオ向け光学ピックアップ商品及び関連半導体の減少により、全体としては売上

高が減少いたしました。

　以上の結果、売上高は273億58百万円（前連結会計年度比12.9％減）、営業利益は４億81百万円（前連結会計

年度比15.6％減）となりました。

(2)キャッシュ・フロー

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、54億１百万円（前連結

会計年度末比５億72百万円減）となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に、売掛債権の87億84百万円減少、たな卸資産の９億８百万円の減

少、税金等調整前当期純利益９億27百万円及び減価償却費２億33百万円が、仕入債務の57億70百万円の減少及

び法人税等の支払額７億39百万円により一部相殺されたことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に、定期預金の預入による支出６億35百万円と子会社株式の追加

取得による支出３億９百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に、平成18年３月期末に発行した社債25億円の償還と配当金の支払

１億78百万円に伴う支出によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電子部品販売事業 75,908 77.0

電子機器販売事業 11,653 93.1

合計 87,561 78.9

　（注）　金額は仕入価格により表示しております。

(2)生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電子機器販売事業 6,415 93.6

　（注）　金額は製造原価により表示しております。

(3)受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

電子機器販売事業 7,990 97.2 714 79.5

　（注）　金額は販売価格により表示しております。

(4)販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電子部品販売事業 81,874 77.6

電子機器販売事業 22,042 95.3

合計 103,916 80.7
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３【対処すべき課題】

　当社グループのビジョンの一つである「総合的に業界でベンチマークされる企業になる」とは、すなわち、エク

セレントカンパニーへの挑戦であります。財務数値、顧客満足、業務改革、社会貢献、組織風土、人材といった全方

位的観点からベンチマークされる企業となり得るよう、人材強化、組織風土改革、システム整備を礎とし、業務プ

ロセスの継続的な改善、顧客・サプライヤー価値の創造を通して、利益の創造、企業価値向上を図ってまいりま

す。中長期的な経営戦略と対処するべき課題は以下のとおりであります。

(1)安定した経営基盤の構築

　当社グループのビジョンの一つである「いかなる環境下においても成長する」の実現を目指して、景気やアプ

リケーション市場の変動に左右されない経営基盤（事業ポートフォリオ）の構築を推進してまいります。

①　電子部品販売事業

　電子部品販売事業におきましては、顧客への価値提案と成長領域への集中によって、当社ビジネスの柱である

ソニーデバイスビジネスの一層の強化を図ってまいります。ソニー株式会社との綿密な連携により戦略的な販

売体制を敷くとともに、顧客との良好な関係構築に努めることで、ソニー株式会社、当社、顧客の三者間の繋が

りを確固たるものとして売上拡大に結びつけてまいります。従来より取り組んでいる新規ベンダーの開拓によ

る取り扱い商材の拡充につきましても、ソニーデバイスのラインナップを補完するべく、より強化してまいり

ます。新規商材の開拓・拡販を担当する販売推進部隊を核として、ライン営業及び技術部隊との連携により、い

わゆるニュービジネスを売上に結びつける活動を推進していきます。

②　電子機器販売事業

　電子機器販売事業におきましては、当社とソニーマーケティング株式会社の合弁で設立した共信コミュニ

ケーションズ株式会社を中心に、放送関連市場や企業・文教・メディカル市場向けに事業活動を行っておりま

す。電子機器販売市場は価格競争が厳しく、拡販活動の強化や営業効率の追求など安定した収益の確保に向け

た諸施策が常に求められております。ソニーマーケティング株式会社をはじめとしたサプライヤーと連携した

拡販活動の強化によって既存市場の掘り起こしを進めていくほか、通信と放送の融合に伴う新たなビジネス案

件の獲得などにより、収益源の拡大を目指してまいります。

　一方、当社の電子機器販売におけるイメージセンシングシステム販売事業では、産業用カメラ、セキュリティ

カメラ、カメラ周辺機器・ソフトウェア等を取り扱っております。これまでも、市場の将来性・有望性に鑑み、

販売体制及びマーケティング戦略の強化に努めてまいりましたが、セキュリティカメラの事業領域において、

共信コミュニケーションズ株式会社との密接な関連性があることから、当社グループにおける完成品・半完成

品のカメラ関連事業を一つに集約し、事業シナジーを実現するとともに業務効率も改善することを目的とし

て、平成21年７月を目途に当社のイメージセンシングシステム販売事業を共信コミュニケーションズ株式会社

に事業譲渡することといたしました。この施策でカメラ関連事業の更なる拡大を図り、電子機器販売事業のメ

インビジネスの一つに成長させてまいります。

(2)特徴ある技術商社を目指した技術力強化

　当社の目指す「特徴ある技術商社」は、当社技術部門であるテクノロジーセンターが顧客に対し独自の付加価

値を提供し、電子部品販売事業とのシナジーを形成することにより実現できると考えております。具体的には、当

社が長年にわたって蓄積してきた独自技術によるソリューション提案を行なうことで、顧客の製品開発の効率化

を促進させてまいります。また、当社と密接な関係を持つソニー株式会社の半導体事業及びプロダクツに技術強

化のベクトルを対応させていき、相乗効果を発揮させてまいります。これらの活動を通じて当社は、顧客ニーズに

対応していく技術スタイルから顧客メリットの提案ができる技術スタイルへの変貌を果たし、自らの存在意義を

高めてまいります。

(3)経営品質の向上

　当社グループはお客様満足の実現を第一義と考えており、社是の一つである「顧客第一の経営」を現実のもの

とすべく、「顧客満足の向上」、「業務品質の向上」、「企業業績の向上」、ひいては、「経営品質の向上」を目的

として、当社国内全事業所ならびに関係会社である株式会社インフィニテック、平成堂株式会社において、平成17

年３月にISO9001規格の認証を取得し、品質向上に向けての取り組みを強化しております。平成18年４月からは

ISO14001の環境マネジメントシステムとの統合運用を開始し、当社における重要な経営革新のツールとしての位

置付けをより明確なものにいたしました。今後もマネジメントシステムを有効活用することで、当社グループの

経営品質を継続的に改善・向上させ、顧客満足向上、社会環境貢献を実現してまいります。

　また、法令として要求されている財務報告に係る内部統制システムの構築・運用に関しても財務報告の信頼性

確保に留まらず、業務の透明化・標準化・効率化により、更なる経営品質の向上に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　当社及び連結子会社（以下「当社グループ」という）の事業と業績に重要な影響を及ぼす可能性のある内的・外

的リスクには以下のようなものがあります。当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予

防及び発生時の対応に努める方針であります。なお、以下のリスク項目は、当社株式への投資に関連するリスクをす

べて網羅したものではありません。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断し

たものであります。

(1)電子部品販売事業における顧客の需要動向による影響について

　当社グループの電子部品販売事業の取扱商品は半導体、電子部品でありますので、顧客の半導体需要動向及びそ

れらを搭載した顧客製品の消費動向は業績に大きな影響を与える可能性があります。

　また、受発注管理の徹底により商品在庫を抑えることに留意しておりますが、顧客需要の急激な冷え込みにより、

商品在庫過多に陥る可能性があります。

(2)電子機器販売事業における景気変動による影響と事業の季節変動について

　当社グループの電子機器販売事業は、放送関連市場、企業・学校・官公庁市場を主な市場としている特性から、顧

客の予算執行に大きく依存し、景気変動や顧客を取り巻く経営環境に伴い顧客が予算を執行しない場合は当社グ

ループの業績が影響を受ける可能性があります。

　また、顧客の予算執行の関係で期末の９月と３月に売上高が集中する傾向にあり、期末月の売上予測を過大に見

積もった場合、当社グループの業績予測に少なからぬ影響を及ぼす可能性があります。

(3)特定の取引先への依存度が高いことについて

　当社グループはソニー株式会社と半導体、電子部品販売に係る特約店契約を、ソニーマーケティング株式会社と

情報関連機器等販売に係る特約店契約を締結しており、これら２社からの仕入高の当社グループ全仕入高に占め

る割合は当連結会計年度では約56％となっております。従いまして、ソニー株式会社もしくはソニーマーケティン

グ株式会社の経営戦略の変更等は、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4)為替変動の影響について

　当社の輸出ビジネスは、平成16年４月以降は仕入通貨、回収通貨はそれぞれ主として米ドル建てに変更されてお

りますが、為替変動によるリスクを全て排除することは不可能であります。

(5)競合について

　当社グループの商品カテゴリーを扱う商社は多数存在するため、価格競争の激化、技術革新に伴う商品の陳腐化

といった要因が業績に影響を及ぼす可能性があります。

(6)退職給付債務

　当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運

用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または、前提条件が変更された場

合はその影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用

及び計上される債務に影響を及ぼします。今後の割引率の低下や運用利回りの悪化は当社グループの業績と財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。

(7)技術投資に関するリスクについて

　当社グループでは、同業他社との差別化を図り電子部品商社としての付加価値を顧客に提供するべく、技術力の

強化に努めております。サプライヤーとの密接な協力体制を構築することで、自らの存在意義を高めていこうと考

えており、そのための人材育成・確保といった先行投資にも力をいれております。しかしながら、半導体・電子部

品の技術革新スピードは早く、対応するために必要となる投資額も増加の一途をたどっております。ビジネス案件

が頓挫し、投資額に見合ったリターンを得られないような場合、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可

能性があります。

(8)ニュービジネスの立ち上げに伴うリスクについて

　当社グループでは、今後も持続的な成長を実現するためには、新規商材の開拓と拡販による、いわゆるニュービジ

ネスを推進していくことが必要であると認識しております。海外メーカーやベンチャー企業を中心に、市場競争力

があると思われる商材を開拓し、当社グループの抱える有力顧客に対して積極的に販売していく方針であります。

ニュービジネスの立ち上げにあたっては、その市場性や採算性などに十分な検証を行った上で意思決定を行って

おりますが、市場環境の急激な変化や不測の事態等により当初の事業計画を達成できない場合には、それまでの人

材登用や研究開発といった投資負担等が、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1)特約店契約

会社名 契約先 契約品目 契約の内容 契約期間

共信テクノソニッ

ク株式会社

（提出会社）
ソニー株式会社

ソニー

製半導

体

情報機器メーカーの製品に組み込まれる

マイコン、ＣＣＤ等半導体販売に係わる特

約店契約

昭和38年11月１日より

１ヶ年以後自動更新

 

ソニー

製電子

部品

情報関連メーカーの製品に組み込まれる

光学ピックアップユニット、ＣＤ－ＲＯＭ

等販売に係わる特約店契約

昭和58年11月１日より

１ヶ年以後自動更新

 

ソニーマーケ

ティング株式会

社

ソニー

製特機

商品

学校・企業法人等で使用するカメラ・Ｖ

ＴＲ等ＡＶ機器・情報関連機器販売に係

わる特約店契約

昭和36年10月１日より

１ヶ年以後自動更新 

 

ソニー

製家電

商品

家庭用テレビ、ＶＴＲ等一般家庭用電気商

品販売に係わる特約店契約

昭和37年４月１日より

１ヶ年以後自動更新

 

ソニー

製記録

媒体品

放送局・番組制作会社等で使用するビデ

オテープ等販売に係わる特約店契約

昭和57年２月１日より

１ヶ年以後自動更新

共信コミュニケー

ションズ株式会社

（連結子会社）

ソニーマーケ

ティング株式会

社

ソニー

製情報

機器

放送局・番組制作会社・学校・企業等で

使用するカメラ・ＶＴＲ等ＡＶ機器・情

報関連機器販売に係わる特約店契約 

平成16年10月１日から

１ヶ年以後自動更新 

  

ソニー

製家電

商品

家庭用テレビ、ＶＴＲ等一般家庭用電気商

品販売に係わる特約店契約 

平成16年10月１日から

１ヶ年以後自動更新 

(2)共同持株会社設立による経営統合に関する契約

　当社と株式会社ユーエスシーは、平成21年５月22日開催の両社の取締役会において、株式移転により両社の完全

親会社となる「株式会社ＵＫＣホールディングス」を設立することを決議し、同日付けで両社の経営統合に関す

る「統合契約書」を締結いたしました。

　なお、本件の概要については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（２　財務諸表等）」の「注記事項（重要

な後発事象）」に記載しております。

６【研究開発活動】

　当社グループでは、エレクトロニクス技術商社として顧客に付加価値を提供するべく、技術サポートを中心とした以

下のような研究開発に取り組んでおります。

　なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は11百万円となっております。

(1)電子部品販売事業

　技術部門であるテクノロジーセンターにおいて、顧客、サプライヤーに密着した技術サポートを展開するととも

に、大手半導体メーカーからのLSI受託開発及び次世代最先端技術の研究も行っております。

(2)電子機器販売事業

　株式会社インフィニテックにおいて、教育用ソフトウェアやセキュリティソリューション技術等の研究開発を

行っております。

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 15/109



７【財政状態及び経営成績の分析】

(1)重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、以下の分析が行われております。

　当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、ならび

に報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。経営

陣は、貸倒債権、棚卸資産、投資、法人税等、財務活動、退職金、偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対し

て、継続して評価を行っております。経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づ

き、見積り及び判断を行います。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合

があります。

(2)財政状態の分析

①　流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、294億12百万円（前連結会計年度末は395億73百万円）となり、

101億60百万円減少しました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少（288億18百万円から192億54百万円へ95億

63百万円減）とたな卸資産の減少（35億37百万円から23億79百万円へ11億58百万円減）が、その他流動資産の増

加（９億54百万円から16億73百万円へ７億19百万円増）により一部相殺されたことによるものであります。その

他流動資産の増加は主に、子会社の共信コミュニケーションズ株式会社の未収入金が増加したことによるもので

あります。

②　固定資産

　当連結会計年度末の固定資産の残高は、12億26百万円（前連結会計年度末は13億95百万円）となり、１億69百万

円減少しました。これは、投資その他の資産の減少（９億６百万円から６億55百万円へ２億51百万円減）が、有形

固定資産の増加（２億73百万円から３億49百万円へ76百万円増）及び無形固定資産の増加（２億16百万円から

２億21百万円へ５百万円増）により一部相殺されたことによるものであります。投資その他の資産の減少は主

に、投資有価証券の売却及び評価減、ならびに子会社の共信コミュニケーションズ株式会社の本社事務所移転に

伴う差入保証金の返還に伴う減少等によるものであります。また、有形固定資産の増加は主に、リース取引に関す

る会計基準の変更に伴い、リース資産が当期より計上されたことによるものであります。無形固定資産の増加は

主に、連結子会社の株式を追加取得したことに伴いのれんを計上したことによる増加が、ソフトウェアの償却に

伴う減少により一部相殺されたことによるものであります。

③　流動負債

　当連結会計年度末の流動負債の残高は167億99百万円（前連結会計年度末は270億89百万円）となり、102億89百

万円減少しました。これは主に、支払手形及び買掛金の減少（205億15百万円から134億６百万円へ71億８百万円

減）、一年以内償還予定の社債の減少（25億円から０円へ25億円減）、及び一年以内返済予定の長期借入金の減

少（17億21百万円から９億38百万円へ７億82百万円減）が、短期借入金の増加（６億79百万円から11億58百万円

へ４億79百万円増）により一部相殺されたことによるものであります。一年以内償還予定の社債の減少額は、平

成18年３月期末に発行した25億円の償還完了に伴うものであります。

④　固定負債

　当連結会計年度末の固定負債の残高は、46億64百万円（前連結会計年度末は42億10百万円）となり、４億54百万

円増加しました。これは主に、長期借入金の増加（37億58百万円から41億69百万円へ４億11百万円増）によるも

のであります。

⑤　純資産

　当連結会計年度末の純資産の残高は、91億75百万円（前連結会計年度末は96億70百万円）となり、４億94百万円

減少しました。これは主に、評価・換算差額の減少（53百万円から△３億11百万円へ３億65百万円減）及び少数

株主持分の減少（６億20百万円から２億48百万円へ３億71百万円減）が、利益剰余金の増加（59億91百万円から

62億33百万円へ２億42百万円増）により一部相殺されたことによるものであります。
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(3)経営成績の分析

　当連結会計年度における損益計算書の概要は以下のとおりであります。

売上高        1,039億16百万円(前連結会計年度比19.2％減)

売上総利益       87億86百万円(前連結会計年度比 11.9％減)

営業利益         15億33百万円(前連結会計年度比33.4％減)

経常利益         ９億91百万円(前連結会計年度比40.3％減)

当期純利益       ４億20百万円(前連結会計年度比49.9％減)

　当連結会計年度における売上総利益率は8.5％(前連結会計年度は7.8％)となり、0.7％上昇いたしました。事業の種

類別に見ますと、電子部品販売事業が6.0％(前連結会計年度から0.2％上昇)、電子機器販売事業が17.6％(前連結会

計年度から0.7％上昇)であります。電子部品販売事業においては、相対的に利益率の低い携帯電話向け液晶パネル

やイメージセンサー等の部品が大きく減少したことにより、結果的に売上総利益率が上昇いたしました。電子機

器販売事業において、相対的に利益率の低いイメージセンシングビジネスが減少したこと等により結果的に売上

総利益率が上昇いたしました。以上の結果として全体の売上総利益率が上昇いたしました。

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、72億53百万円(前連結会計年度は76億76百万円)となり、４億

22百万円減少いたしました。人件費の削減や一般経費の節減、及び売上の減少に伴う販売手数料の減少が主な要

因であります。

　当連結会計年度における営業外損益(営業外収益マイナス営業外費用)は、５億41百万円の費用超過(前連結会計年

度は６億42百万円の費用超過)となり、１億０百万円改善いたしました。これは、主に為替差損の減少(前連結会計

年度５億39百万円から当連結会計年度４億20百万円)が主な要因であります。

　特別利益として、52百万円(前連結会計年度は32百万円)を計上しており、19百万円増加いたしました。これは、主

に投資有価証券売却益33百万円(前連結会計年度は２百万円)が貸倒引当金戻入額の減少(前連結会計年度22百万円

から当連結会計年度13百万円)により一部相殺されたことによるものであります。特別損失は、１億16百万円(前連

結会計年度は77百万円)となり、38百万円増加いたしました。これは減損損失43百万円が主な要因であります。

　当連結会計年度における法人税等の負担率は43.7％(前連結会計年度は41.1％)となりました。これは主として繰

延税金資産の減少に伴い法人税等調整額が増加したことによるものです。

　以上により当連結会計年度の当期純利益は４億20百万円(前連結会計年度は８億40百万円)となりました。

(4)キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フロー計算書の概要は以下のとおりであります。

現金及び現金同等物の期末残高　　        54億１百万円（前連結会計年度末比５億72百万円減）

営業活動によるキャッシュ・フロー　    　37億58百万円（前連結会計年度比　６億42百万円増）

投資活動によるキャッシュ・フロー      △９億73百万円（前連結会計年度比　８億71百万円減）

財務活動によるキャッシュ・フロー　    △26億62百万円（前連結会計年度比　６億57百万円減）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、主に、売掛債権の87億84百万円減少、たな卸資産の９億８百万円の減少、

税金等調整前当期純利益９億27百万円及び減価償却費２億33百万円が、仕入債務の57億70百万円の減少及び法人

税等の支払額７億39百万円により一部相殺されたことによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に、定期預金の預入による支出６億35百万円と子会社株式の追加取得

による支出３億９百万円によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に、平成18年３月期末に発行した社債25億円の償還と配当金の支払１

億78百万円に伴う支出によるものであります。
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(5)経営者の問題認識と今後の方針について

　景気やアプリケーション市場の変動に左右されない経営基盤（事業ポートフォリオ）を構築することが重要な

経営課題と考えております。

　電子部品販売事業におきましては、CCDやCMOSセンサーといったイメージングデバイスを中心としたソニーデ

バイスビジネスという大きな柱を補完する意味で、従来より取り組んでいる新規ベンダーの開拓により取り扱い

商材の拡充を加速させる必要があります。米国シリコンバレーの駐在員事務所からの情報に基づくベンチャー企

業の商材発掘、大手汎用半導体メーカーの販権獲得、日本市場に未参入のアジアメーカーの開拓に注力しており、

徐々に成果が出てきておりますので、この活動を継続してまいります。また、電子部品販売事業の拡大には、当社技

術陣が保有する独自技術を差別化要因として活用することも不可欠であり、その技術力強化にも傾注してまいり

ます。

　電子機器販売事業を取り巻く市場環境は、通信と放送の融合、さまざまな分野でのHD（ハイビジョン）化、収録

・編集・送出の各作業のデジタル化とネットワーク接続を実現する次世代放送システムの登場、セキュリティ関

連市場拡大といった大きな転換期にあり、その流れに対応していく必要があります。ソニー製品にその他の国内・

海外メーカーの革新的な製品を加えることによる製品ラインアップの拡充や事業パートナーとの連携強化によ

り、ソリューションビジネスを拡大してまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、重要な設備投資は実施しておりません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1)提出会社
　 （平成21年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

リース
資産

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社

(東京都品川区)

全社(共通)

電子部品

 電子機器

統括業務施設

営業販売施設
25 20 28 73

176

(33)

上尾ロジスティックス

センター

(埼玉県上尾市)

電子部品

電子機器
物流業務施設 19 － 3 23

2

(8)

西東京営業所

他６営業所
電子部品 営業販売施設 6 － 0 6

36

(5)

(2)国内子会社
　 （平成21年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

土地
(百万円)
(面積㎡)

リース
資産

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

共信コ

ミュニ

ケーショ

ンズ

株式会社

本社

(東京都品川

区)

電子機器
営業販

売施設
45 － 110 20 177

157

(26)

平成堂　　

株式会社

本社

(香川県丸亀

市)

電子機器
営業販

売施設
5

42

(738.07)
－ 0 48

8

(1)

株式会社

インフィ

ニテック

本社

(東京都品川

区)

電子機器
営業販

売施設
0 － － 2 3

22

(1)

(3)在外子会社
　 （平成21年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

本社

(中国香港)

電子部品

電子機器
営業販売施設 － 2 2

25

(－)

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(K) CO.,LTD.

本社

(大韓民国)

電子部品

電子機器
営業販売施設 － 6 6

29

(1)
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会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

SHANGHAI

KYOTEC

ELECTRONIC

TRADING

CO.,LTD.

本社

(中国上海)
電子部品 営業販売施設 0 2 3

11

(－)

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(S)PTE LTD

本社

(シンガポール)

電子部品

電子機器
営業販売施設 － 6 6

5

(－)

KYOSHIN

COMMUNICATIONS

(KOREA)CO.,LTD.

　

本社

(大韓民国)
電子機器 営業販売施設 － － －

3

(－)

　（注）１．帳簿価額「その他」は、車両運搬具，工具、器具及び備品であります。

２．従業員数の（ ）は、平均臨時従業員数を外書しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,296,000

計 28,296,000

②【発行済株式】

　種類
事業年度末現在発行数

(株)
(平成21年３月31日)

提出日現在発行数
(株)

(平成21年６月29日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

 普通株式 7,148,400 7,148,400　 ジャスダック証券取引所
単元株式数

100株

計 7,148,400 7,148,400　 － －

(２)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(３)【ライツプランの内容】

 　該当事項はありません。

(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
　 （株）

発行済株式総
数残高
　 （株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
 （百万円）

資本準備金残
高
 （百万円）

平成13年３月31日

（注）
28,800 7,148,400 11 1,433 12 1,571

　（注）新株引受権付社債の新株引受権行使による増加

〔平成12年４月１日～平成13年３月31日〕

(５)【所有者別状況】

　 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― 10 11 36 8 2 1,461 1,528 ―

所有株式数（単元） ― 5,658 336 29,303 1,199 16 34,957 71,469 1,500

所有株式数の割合

（％）
― 7.92 0.47 40.99 1.68 0.02 48.92 100.0 ―

　（注）１.自己株式337株は、「個人その他」に３単元及び「単元未満株式の状況」に37株含めて記載しております。

        ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、20単元含まれております。
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(６)【大株主の状況】

　 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ソニー株式会社 東京都港区港南1－7－1 2,035 28.48

春名 昌哉 埼玉県さいたま市大宮区 216 3.02

有限会社ホウエツ 東京都杉並区久我山2－14－11 192 2.69

中澤 三之助 群馬県伊勢崎市 183 2.56

共信テクノソニック従業員持株会 東京都品川区西五反田1－31－1 176 2.47

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町1－1－5

(東京都中央区晴海1－8－12)
174 2.43

北愛知リース株式会社 愛知県名古屋市北区若葉通1－38 158 2.22

松永　尚子 東京都渋谷区 157 2.19

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 144 2.01

ソニーマーケティング株式会社 東京都港区高輪4－10－18 144 2.01

計 － 3,582 50.12

(７)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

300
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

7,146,600
71,466 ―

単元未満株式
普通株式

1,500
― ―

発行済株式総数 7,148,400 ― ―

総株主の議決権 － 71,466 ―

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

共信テクノソニック

株式会社

東京都品川区西五反

田1-31-1
300 ―　 300 0.00　

計 ― 300 ―　 300 0.00　

(８)【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

   【株式の種類等】　　  会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　 (１)【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　 (２)【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　 (３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（数） 価額の総額（円）

　当該事業年度における取得自己株式 73 46,060

　当期間における取得自己株式 ― ―

 

　     (４)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　 当事業年度 当期間

　区分 株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株）

処分価額の総額

（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式 
― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 337 ― 337 ―
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３【配当政策】

　当社は、株主各位への利益還元を経営の最重要課題の一つと考え、平成20年３月期より業績に左右されない安定

した配当と業績連動型の配当をミックスした配当政策を実施することを基本方針としております。より具体的に

は、連結純資産（少数株主持分控除後）の１％（連結純資産の充実に伴い、料率を変化させる可能性がありま

す）を安定配当の原資とし、それに連結当期純利益金額に応じた業績連動型配当を上乗せする形で配当額を決定

いたします。また、内部留保資金につきましては、今後ますます激化する市場競争に対応するため、営業力・技術

開発力強化に向けた投資、新規ビジネス拡大のための投資、運転資金、財務体質強化に活用する予定であります。

　当事業年度の期末配当金につきましては、第３四半期以降の急激な世界景気減速の影響を受けて業績が低迷し、

連結当期純利益金額が期初の配当金予想の基となった額を大きく下回りました。従いまして、当初予想の１株当

たり期末普通配当金25円を10円減配し、１株につき期末普通配当金として15円を実施いたしました。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。また当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を

基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成21年５月25日

取締役会決議
107 15

４【株価の推移】

(１)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） ※1,250 1,277      1,289         1,028              818

最低（円） 600 620 866 656 275

　（注）　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第44期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。

(２)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 545 490 410　 410 310 293

最低（円） 365 387 380 306 290 275

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役

社長
－ 丸山　保夫 昭和22年６月24日生

昭和45年４月 ソニー株式会社入社

平成７年11月 ソニーインターナショナル

シンガポール　Audio部門長

平成９年11月 ソニーインターナショナル

香港　社長 

平成11年５月　 ソニーインターナショナル

シンガポール　社長　

　 ソニーエレクトロニクスシ

ンガポール　社長

平成15年５月 ソニー香港　社長

平成19年４月 ソニー中国　取締役CFO

平成20年５月 当社入社

当社顧問

平成20年６月 当社代表取締役社長就任

（現任）

（注）

3
12

専務取締役 管理本部長 山川　良三 昭和22年４月20日生

昭和46年４月 東京三洋電機株式会社

　 （現 三洋電機株式会社）

入社

平成３年９月 株式会社テクノソニック

入社

平成10年６月 同社取締役管理部門長就任

平成12年４月 当社執行役員就任

平成12年７月 当社執行役員常務就任

平成13年６月 当社取締役経営企画室長

就任

平成15年６月 当社常務取締役総合企画室

長就任

平成17年6月 株式会社インフィニテック

代表取締役社長就任

（現任）

平成17年10月 当社常務取締役総務部門長

就任

平成19年４月 当社常務取締役管理本部長

就任

平成19年６月 当社専務取締役管理本部長

就任（現任）

（注）

3
28
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

常務取締役

電子

デバイス

営業本部長

小島 茂 昭和28年２月25日生

昭和55年８月 東京三洋電機株式会社

　 （現三洋電機株式会社）

入社 

平成２年２月 株式会社テクノソニック入

社

平成12年７月 当社執行役員就任

平成15年４月 当社執行役員常務エレクト

ロニックデバイスビジネス

カンパニープレジデント

就任

平成15年６月 当社取締役エレクトロニッ

クデバイスビジネスカンパ

ニープレジデント就任

平成17年４月 当社取締役第一営業部門長

就任

平成19年４月 当社取締役電子デバイス営

業本部長就任

平成19年６月 当社常務取締役電子デバイ

ス営業本部長就任（現任） 

（注）

3
13

常務取締役 

システムソ

リューショ

ン営業本部

長

 谷　靖弘 昭和28年２月７日生 

昭和50年８月 三信電気株式会社入社

平成２年11月 共信電気株式会社入社

平成12年７月 当社執行役員就任 

平成15年４月 当社執行役員常務就任  

平成16年９月 当社退社 

平成16年10月 共信コミュニケーションズ

株式会社入社

同社代表取締役就任

（現任）

平成19年６月 当社取締役就任

平成20年６月 当社常務取締役システムソ

リューション営業本部長就

任（現任）

（注）

3
14

 

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 26/109



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役  

デバイスソ

リューショ

ン営業本部

長

野口　正晴 昭和26年３月28日生 

昭和48年11月 オーエス精器株式会社（現

オーエスエレクトロニクス

株式会社）入社 

平成２年２月 株式会社テクノソニック入

社 

平成13年７月 当社執行役員就任  

平成19年３月 当社執行役員退任

（執行役員制度廃止に伴

う） 

平成19年４月 当社デバイスソリューショ

ン営業本部デバイスソ

リューション営業部門長就

任  

平成19年６月 当社取締役デバイスソ

リューション営業本部デバ

イスソリューション営業部

門長就任

平成20年４月 当社取締役デバイスソ

リューション営業本部長就

任（現任） 

平成20年５月 株式会社ネットカムビジョ

ン代表取締役社長就任

（現任）

（注）

3
 14

取締役  

電子デバイ

ス営業本部

副本部長 

井上　充治  昭和31年６月18日生

昭和55年４月 兼松セミコンダクター株式

会社（現兼松株式会社）入

社 

平成12年４月 当社入社 

平成16年７月 当社執行役員就任  

平成19年３月  当社執行役員退任

（執行役員制度廃止に伴

う）  

平成19年４月 当社電子デバイス営業本部

第二デバイス営業部門長就

任  

平成19年６月 当社取締役電子デバイス営

業本部第二デバイス営業部

門長就任  

平成20年４月　 当社取締役電子デバイス営

業本部副本部長就任

（現任） 　

（注）

3
0
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役  － 長谷川　明宏  昭和32年10月25日生

昭和55年４月 ソニー株式会社入社 

平成２年10月 Sony Electronics Inc.,

CCPG,Graphic Display,

Director

平成15年３月 Sony Electronics Inc.,

Component Solutions

Business Division,

President 

平成20年１月  ソニー株式会社デバイス営

業統括部門部門長（現任）

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

（注）

3
 －

常勤監査役  －  冨岡　博行 昭和22年６月３日生 

昭和45年10月 三信電気株式会社入社 

平成元年10月 ケミハン株式会社入社 

平成９年１月 ソニーコンポーネント

マーケティング株式会社

取締役就任 

平成12年４月 当社執行役員 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）

4
7

監査役 － 石割　寿志 昭和33年９月25日生

昭和60年４月 佐藤和彦税理士事務所入職

平成元年４月 工藤久嗣税理士事務所入職

学校法人川口学園非常勤講

師

平成元年６月 東京税理士会税理士登録

東京支部

平成２年11月 石割税務会計事務所　開業

（現任）

平成20年６月 当社監査役就任（現任）

（注）

5
－

監査役 － 池部　晴彦 昭和36年８月26日生

平成２年４月 ソニー株式会社入社

平成13年４月 同社エレクトロニックデバ

イス営業本部国内営業部門

東日本営業部２課統括課長

就任

平成20年４月 同社デバイス営業統括部門

企画部統括部長（現任）

平成21年６月 当社監査役就任（現任）　

（注）

4
－

    計 　 90

　（注）１．取締役　長谷川明宏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　　２．監査役　石割寿志及び池部晴彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　３．平成21年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　　４．平成21年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　５．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査　　

　　　　　　役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。
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氏名 生年月日 略歴　
所有株式数

（千株）

八木　忠則 昭和８年10月５日

昭和36年４月 弁護士登録東京弁護士会入

会

昭和41年４月 八木忠則法律事務所開設

（現任）

平成17年６月 当社監査役就任

平成18年６月 当社監査役辞任

平成21年６月 当社監査役就任（現任）

―
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

※　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値の向上を目指し、新しい成長領域への展

開、海外事業の拡大を図っていく過程で、経営の効率性、健全性、透明性を高めるために必要な施策及び組織体制

の整備を実行していくことにあります。

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　取締役会は７名で構成されており、原則月１回開催し、会社法で定められた事項及び経営に関する重要事項につ

いて審議し、議決します。取締役７名のうち１名が社外取締役であり、ソニー株式会社から受け入れております。

　当社は監査役設置会社であります。監査体制の強化を図るべく４名の監査役を置いております。その４名のうち

３名が社外監査役であり、そのうち１名は非常勤監査役としてソニー株式会社から受け入れております。社外監査

役のうち１名は常勤監査役として、社内の重要会議にも積極的に参加し、コーポレート・ガバナンス向上に向けて

社内情報の収集に努めております。

　社外取締役及び社外監査役の出身元であるソニー株式会社及びその関係会社は、当社グループの主要取引先であ

りますが、それぞれの取引は通常の取引であり金銭等の貸借関係、保証被保証関係等はなく、社外取締役及び社外

監査役個人が直接利害関係を有するものではありません。

　内部監査部門として内部監査室を設置し、専任スタッフが監査役との連携のもと、業務執行が適法かつ適正・合

理的に行われているかについて監査を行い、各部門・連結子会社に対して問題点の指摘・改善提案とそのフォ

ローアップを行っております。

　経営審議会は、原則月１回開催し、取締役、部門長、統括部長、当社と業務上関わりの深い関係会社代表、さらには

内部監査室長を加え、連結ベースでの経営課題や重要事項について審議しております。また取締役、部門長、常勤監

査役が出席する週次のミーティングを開催しており、スピードを要する意思決定に資する協議を行っております。

　当社は、会計監査人につきましてはあらた監査法人に委嘱し、継続して会社法監査及び金融商品取引法監査を受

けております。当連結会計年度において、業務を執行した公認会計士は、代表社員・業務執行社員 岸信一氏、業務

執行社員 飯室進康氏であり、補助者は公認会計士４名、会計士補等９名、その他13名であります。当社と同監査法

人、業務執行社員との間には公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。
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　また、当社の内部統制基本方針は下記の通りであります。

内部統制基本方針

　共信テクノソニック株式会社は、社是「顧客第一の経営、市場を創造する経営、個性尊重の経営」の実現と、当社およ

び当社の子会社（以下「グループ会社」）からなる共信テクノソニックグループの業務の適正を確保するための体制

（以下「内部統制」）の整備・推進、即ちグループ会社の業務プロセスを可視化し、且つ、リスクアプローチを遂行す

ることによりグループ会社の健全経営を常に維持することを目的に本基本方針を定める。また、基本方針および規程・

マニュアル等を状況変化に応じて適宜見直すことにより、内部統制の実効性の維持向上を図る。

１．取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①グループ会社におけるコンプライアンス体制の基盤となる行動指針を定め、職務の執行に当たっては法令および

定款とともにこれを遵守することを徹底する。

②経営の客観性・透明性を確保し、コンプライアンス体制の監督を強化するため、取締役および外部者によるコンプ

ライアンス委員会を設置する。

③グループ会社の事業活動において法令・定款・行動指針違反等の発生およびその可能性のある事項を早期に発見

し是正するための内部通報制度を整備し、従業員および関係者からの報告体制を整える。

２．人的資源に対する方針と管理体制

　グループ会社の最適な人的資源の確保・育成と管理体制を明確にするため、人事理念・教育方針等を策定し、必要

な体制を整備する。

３．取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、情報セキュリティ基本方針に基づく文書管理規程・情報セキュリティ管

理規程等を策定し、文書または電磁的媒体により記録・保存する。取締役および監査役は、必要に応じてこれらの文

書等を閲覧できるものとする。

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　グループ会社の適切なリスク管理を行うため、グループリスクマネジメント規程を策定し、グループ会社の横断的

なリスクマネジメント体制を整備する。

５．財務報告の適正性を確保するための体制

　グループ会社としての適正な財務報告が行われるよう、グループ財務報告基本方針に基づき、経理関係規程、財務内

部統制基本マニュアル等を策定し、必要な体制を整備する。

６．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

①事業活動に際しグループ会社における意思統一を図るため、取締役会において短期、中期若しくは長期の経営計画

を策定し、当該経営計画に基づき各グループ会社における基本方針・目標および予算等を策定する。

②取締役会は、取締役の職務の執行を迅速かつ効率的にするため、職務権限規程その他の業務運営規程に基づき、各

取締役および従業員の職務権限を定める。

③取締役会は、取締役の職務の執行のより一層の迅速化・効率化を図るため必要と認められる場合には、その内容が

定款変更に関わる場合を除き、取締役会規則に基づく組織機構の変更を行うことができる。

７．当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①コンプライアンス、リスク管理体制その他内部統制に必要な制度は、グループ会社を横断的に対象とするものと

し、当社がグループ会社個別の状況に応じてその管理運営にあたる。

②当社の内部監査室は、グループ会社の監査も行う。

③グループ会社の事業活動に係る決裁権限は、グループ会社管理規程による。

８．監査役がその職務を補助すべき人材を置くことを求めた場合における体制

　監査役の職務を補助するため、専任の従業員または外部の人材を配置する。

９．補助すべき従業員または外部の人材の取締役からの独立性に関する事項

①監査役の職務を補助する従業員または外部の人材に係る人事異動・人事考課・処罰等の決定については、事前に

監査役会の承認を得るものとする。

②監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員または外部の人材は、その命令に関して取締役からの指揮命令

を受けないものとする。
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10．取締役および従業員の監査役への報告体制

①代表取締役および業務執行取締役は、取締役会規則の定めに従い、会社の業務執行の状況その他必要な情報を取締

役会において報告または説明する。

②取締役および従業員は、会社の信用または業績について重大な被害を及ぼす事項またはそのおそれのある事項を

発見した場合は、監査役に対し速やかに当該事項を報告する。

③監査役は、職務の執行に当たり必要となる事項について、取締役および従業員に対して随時その報告を求めること

ができる。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査の実効性を確保するため、監査役が取締役、従業員、内部監査室および会計監査人との間で積極的な意見・情報

の交換をできるようにするための体制および必要に応じ弁護士、公認会計士等の助言を受けることができる体制を

整備する。

　当社は、かかる体制の下で経営及び業務の有効性・効率性の確保を図るほか、リスクマネジメント体制の構築、コン

プライアンスの徹底に努めるとともに、社会経済情勢その他環境の変化に応じて見直しを行い、内部統制システムの

改善・充実に努めてまいります。

(2)リスク管理体制の整備の状況

　当社を取り巻く経営環境はますます厳しさを増し、大きく変化していくと予想しており、企業価値の増大を図るた

めには、さまざまなリスクを適切に管理することが重要であります。

　そこで新規投資、契約締結等といった経営戦略上の意思決定に関するリスクについては、関係部門でその分析・対

策の検討を行っております。特に重要な案件については、経営審議会等の場で十分な審議を行った上で、取締役会に

て意思決定を行い、その後の進捗についても週次、月次のミーティング等で継続的にウォッチしております。

　そのほか、グループリスクマネジメント規程に従い、当社グループを取り巻くリスクを組織的かつ適切に管理（予

防、分析、対処、報告）しております。

　また、情報セキュリティに対する社会意識の高まりに対応すべく、社内体制・社内規程の整備を行い、平成19年７月

より情報セキュリティマネジメントシステムを運用しております。情報セキュリティ基本方針に則った、情報リスク

とセキュリティ強化の重要性に関する社員教育、各種施策の運用徹底により、情報セキュリティ体制を確立しており

ます。

(3)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　①反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、社会の秩序や企業の健全な事業活動を脅かす勢力及び団体に対しては毅然とした態度で臨むことを基

本方針としております。

　②反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社は、社会の秩序や企業の健全な事業活動を脅かす勢力及び団体に対しては、毅然とした態度で臨むことを

明文化した「行動指針」を全役員及び全従業員に配布し、共有しております。また、グループコンプライアンス

規程（平成19年11月制定）において、反社会的勢力・団体と一切関わりを持たないこと、民事介入暴力に対して

警察や法律家等の支援も得ながら組織的に対応することを定め、これを社内イントラネットにより周知し、運用

の徹底を図っております。

(4)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近一年間における実施状況

　当連結会計年度において、取締役会は16回開催され、会社法で定められた事項及び経営に関する重要事項について

審議し、議決いたしました。また、監査役会は８回開催され、取締役会の職務遂行状況の確認、会計監査人の監査結果

聴取等を行っております。また、内部監査室と監査役の連携のもと、６回の内部監査を実施し、被監査部門・連結子会

社に対して問題点の指摘・改善提案とそのフォローアップを行いました。
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(5)役員報酬等の内容

取締役及び監査役に支払った報酬

取締役に支払った報酬　　114百万円

監査役に支払った報酬　　 29百万円

(6)責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は720万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。

(7)取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする旨も定款に定めております。

(8)取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

(9)剰余金の配当等の決定機関

　当社は剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは剰余金の配当等を取締役会の権

限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年

９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

(10)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

(11)取締役及び監査役の責任免除

　当社は、職務を遂行するにあたり期待された役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、同

法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任に

つき、善意でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める範囲内で免除することができる

旨を定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（円）

非監査業務に基づく報
酬（円）

監査証明業務に基づく
報酬（円）

非監査業務に基づく報
酬（円）

提出会社 － － 56 －

連結子会社 － － － －

計 － － 56 －

②【その他重要な報酬の内容】

　当社の連結子会社であるKYOSHIN TECHNOSONIC(K) CO.,LTD及びKYOSHIN TECHNOSONIC(ASIA) LTD.他３

社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している所在国の監査法人の監査（会社法又は金融商

品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む））を受けており、当該監査に基づく報酬として22百万円

を支払っております。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　監査日数、業務の特性等の要素を勘案して決定しております。また、監査報酬の決定に際しては監査役会の同意を

得ております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第47期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

48期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第47期

事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び第48期事業年度（平成20年４月１日から平成21年

３月31日まで）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,974 5,926

受取手形及び売掛金 28,818 19,254

たな卸資産 3,537 －

商品及び製品 － 2,125

仕掛品 － 239

原材料及び貯蔵品 － 14

繰延税金資産 331 217

その他 954 1,673

貸倒引当金 △41 △38

流動資産合計 39,573 29,412

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 215 221

減価償却累計額 △97 △117

建物及び構築物（純額） 118 103

リース資産 － 272

減価償却累計額 － △140

リース資産（純額） － 131

その他 414 344

減価償却累計額 △302 △271

その他（純額） 112 72

土地 42 42

有形固定資産合計 273 349

無形固定資産

のれん － 67

リース資産 － 23

その他 216 130

無形固定資産合計 216 221

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 310 162

繰延税金資産 112 134

その他 520 412

貸倒引当金 △37 △54

投資その他の資産合計 906 655

固定資産合計 1,395 1,226

資産合計 40,969 30,639
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 20,515 13,406

短期借入金 679 1,158

1年内償還予定の社債 2,500 －

1年内返済予定の長期借入金 1,721 938

リース債務 － 63

未払法人税等 536 179

繰延税金負債 8 15

賞与引当金 338 229

役員賞与引当金 23 9

子会社整理損失引当金 － 4

その他 766 792

流動負債合計 27,089 16,799

固定負債

長期借入金 3,758 4,169

リース債務 － 137

繰延税金負債 3 3

退職給付引当金 297 245

役員退職慰労引当金 150 108

その他 － 0

固定負債合計 4,210 4,664

負債合計 31,299 21,464

純資産の部

株主資本

資本金 1,433 1,433

資本剰余金 1,571 1,571

利益剰余金 5,991 6,233

自己株式 △0 △0

株主資本合計 8,996 9,238

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 72 21

為替換算調整勘定 △19 △333

評価・換算差額等合計 53 △311

少数株主持分 620 248

純資産合計 9,670 9,175

負債純資産合計 40,969 30,639

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 37/109



②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 128,585 103,916

売上原価 118,605 ※6
 95,129

売上総利益 9,979 8,786

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 345 296

販売手数料 204 145

貸倒引当金繰入額 6 －

役員報酬 409 398

給料及び賞与 2,510 2,503

賞与引当金繰入額 338 229

役員賞与引当金繰入額 23 9

退職給付費用 195 188

役員退職慰労引当金繰入額 50 27

旅費及び交通費 414 410

地代家賃 553 492

支払リース料 124 117

その他 ※1
 2,499

※1
 2,433

販売費及び一般管理費合計 7,676 7,253

営業利益 2,303 1,533

営業外収益

受取利息及び配当金 87 57

仕入割引 11 4

その他 44 35

営業外収益合計 142 96

営業外費用

支払利息 162 132

売上債権売却損 76 54

為替差損 539 420

その他 6 31

営業外費用合計 785 638

経常利益 1,660 991

特別利益

固定資産売却益 ※2
 2

※2
 2

貸倒引当金戻入額 22 13

投資有価証券売却益 2 33

会員権売却益 5 3

特別利益合計 32 52
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別損失

固定資産売却損 － ※3
 0

固定資産除却損 ※4
 5

※4
 1

投資有価証券評価損 24 36

会員権売却損 1 －

会員権評価損 0 8

子会社本社移転損失 46 －

リース会計基準の適用に伴う影響額 － 2

減損損失 － ※5
 43

子会社整理損失引当金繰入額 － 4

過年度付加価値税等 － 20

特別損失合計 77 116

税金等調整前当期純利益 1,615 927

法人税、住民税及び事業税 594 278

過年度法人税等 22 －

法人税等調整額 46 126

法人税等合計 663 405

少数株主利益 112 101

当期純利益 840 420
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,433 1,433

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,433 1,433

資本剰余金

前期末残高 1,571 1,571

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,571 1,571

利益剰余金

前期末残高 5,294 5,991

当期変動額

剰余金の配当 △142 △178

当期純利益 840 420

当期変動額合計 697 242

当期末残高 5,991 6,233

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 8,299 8,996

当期変動額

剰余金の配当 △142 △178

当期純利益 840 420

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 697 242

当期末残高 8,996 9,238
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 144 72

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△72 △50

当期変動額合計 △72 △50

当期末残高 72 21

為替換算調整勘定

前期末残高 242 △19

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△261 △314

当期変動額合計 △261 △314

当期末残高 △19 △333

評価・換算差額等合計

前期末残高 386 53

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△333 △365

当期変動額合計 △333 △365

当期末残高 53 △311

少数株主持分

前期末残高 600 620

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 19 △371

当期変動額合計 19 △371

当期末残高 620 248

純資産合計

前期末残高 9,287 9,670

当期変動額

剰余金の配当 △142 △178

当期純利益 840 420

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △314 △736

当期変動額合計 383 △494

当期末残高 9,670 9,175
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,615 927

減価償却費 312 233

減損損失 － 43

貸倒引当金の増減額（△は減少） △58 23

退職給付引当金の増減額（△は減少） △39 △52

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 34 △40

投資有価証券評価損益（△は益） 24 36

投資有価証券売却損益（△は益） △2 △33

固定資産売却損益（△は益） △2 △1

固定資産除却損 5 1

リース会計基準の適用に伴う影響額 － 2

受取利息及び受取配当金 △87 △57

支払利息 162 132

為替差損益（△は益） 58 15

売上債権の増減額（△は増加） 157 8,784

たな卸資産の増減額（△は増加） 581 908

仕入債務の増減額（△は減少） 896 △5,770

その他 △283 △579

小計 3,376 4,574

利息及び配当金の受取額 87 57

利息の支払額 △152 △133

法人税等の還付額 108 －

法人税等の支払額 △303 △739

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,116 3,758

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 △635

定期預金の払戻による収入 0 －

有形固定資産の取得による支出 △145 △58

有形固定資産の売却による収入 6 9

投資有価証券の取得による支出 △2 △3

投資有価証券の売却による収入 52 63

子会社株式の取得による支出 － △309

その他 △11 △39

投資活動によるキャッシュ・フロー △102 △973
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △731 499

長期借入れによる収入 3,300 1,400

長期借入金の返済による支出 △1,205 △1,771

社債の償還による支出 △3,200 △2,500

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △82

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △142 △178

少数株主への配当金の支払額 △26 △30

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,005 △2,662

現金及び現金同等物に係る換算差額 △463 △694

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 543 △572

現金及び現金同等物の期首残高 5,429 5,973

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 5,973

※1
 5,401
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社

 　連結子会社の数　10社

　 主要な連結子会社の名称

    KYOSHIN TECHNOSONIC(ASIA) LTD.

KYOSHIN TECHNOSONIC(K)CO.,

 LTD.

SHANGHAI KYOTEC ELECTRONIC

TRADING CO.,LTD.

KYOSHIN TECHNOSONIC(S)PTE LTD

KYOSHIN TECHNOSONIC(SHEN

ZHEN)LTD.

KYOSHIN COMMUNICATIONS(K

OREA)

CO.,LTD.

共信コミュニケーションズ株式会社

平成堂株式会社

株式会社インフィニテック

株式会社ネットカムビジョン

同左

(2)非連結子会社 該当事項はありません。 同左

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち

KYOSHIN TECHNOSONIC(ASIA) LTD.、

KYOSHIN TECHNOSONIC

(S)PTE LTD、SHANGHAI KYOTEC 

ELECTRONIC TRADING CO.,LTD. 及び

KYOSHIN TECHNOSONIC(SHEN

ZHEN)LTD.の決算日は12月31日でありま

すが、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行って

おります。　

同左　
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

①　有価証券

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

①　有価証券

─────

　

 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は総

平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ

　時価法

②　デリバティブ

同左

 ③　たな卸資産

商品

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

移動平均法による原価法

連結子会社（在外）

主として総平均法による原価法

③　商品及び製品

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

連結子会社（在外）

　主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

 仕掛品

　個別法による原価法

　　仕掛品

連結子会社（国内）

　個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

  　　原材料及び貯蔵品

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　先入先出法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日公表分）

を適用しております。

　これにより、営業利益、経常利益及

び、税金等調整前当期純利益は、それ

ぞれ92百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

定率法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

定率法

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建物及び構築物 

その他(有形固定資産)

８～15年

２～20年

建物及び構築物 

その他(有形固定資産)

８～15年

２～20年
 （会計方針の変更）

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益はそれぞれ１百万円

減少しております。

─────

 （追加情報）

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響は軽微

であります。

─────

 　連結子会社（在外）

　主として定額法

　連結子会社（在外）

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)
 ②　無形固定資産

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいており

ます。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

同左

 ───── ③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

同左

 連結子会社（在外）

　個別検討による必要額を計上してお

ります。

連結子会社（在外）

　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

 ②　賞与引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しております。

②　賞与引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

同左

 連結子会社（在外）

　賞与支給の慣行がないため、計上し

ておりません。

連結子会社（在外）

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)
 ③　役員賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

　役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しております。 

③　役員賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

同左

 ④　退職給付引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、一部の連結子

会社（国内）については簡便法によ

り計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により費用処

理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

　なお、執行役員等の部分については、

執行役員等の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しております。

④　退職給付引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、一部の連結子

会社（国内）については簡便法によ

り計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により費用処

理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

　

 ⑤　役員退職慰労引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

同左

 ───── ⑥　子会社整理損失引当金

　連結子会社の整理に関連して、今後

発生する清算費用の見込額を計上し

ております。
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

─────

(5) 重要なヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約等が付されている外貨

建金銭債権債務等については、振当処

理を行っております。

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理を採用

しております。

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

為替予約

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ・ヘッジ対象  

 　相場変動等による損失の可能性があ

る外貨建金銭債権債務等

 

 ③　ヘッジ方針

事業活動及び財務活動に伴う為替

相場などの相場変動によるリスクを

低減させる目的においてのみデリバ

ティブ取引を利用しております。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジの有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産・負債等に関する

重要な条件が同一であり、有効性がお

おむね100%であることが明らかであ

るため、有効性の判定は省略しており

ます。

④　ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段及びヘッジ対象につい

て、個別取引毎のヘッジ効果を検証し

ております。ただしヘッジ手段とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が同一の

場合は、ヘッジ効果が極めて高いこと

から、ヘッジの有効性の評価は省略し

ております。

(6) 消費税等の会計処理   連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内）の消費税等の会計処理

は、税抜方式によっております。

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用し

ております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

───── 　のれんの償却については、３年間の定額

法により償却を行っております。

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

同左

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 49/109



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

───── （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要

な修正を行っております。

　これにより、当連結会計年度の営業利益は６百万円減少

し、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ８百

万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

───── （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　これにより、当連結会計年度の営業利益は６百万円増加

し、経常利益は１百万円増加しております。また、税金等調

整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

───── （連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年

度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞれ3,098百万円、425百

万円、13百万円であります。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

※１．担保に供している資産   １．　　　　　　　─────

投資有価証券 12百万円

上記に対する債務額   

支払手形及び買掛金 55百万円

 

　２．債権流動化に伴う買戻義務 2,480百万円 　２．債権流動化に伴う買戻義務 1,307百万円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる

研究開発費
28百万円

一般管理費に含まれる

研究開発費
11百万円

※２．固定資産売却益の内訳 ※２．固定資産売却益の内訳

その他（有形固定資産） 2百万円 その他（有形固定資産） 2百万円

　３．　　　　　　　───── ※３．固定資産売却損の内訳

 その他（有形固定資産） 0百万円
   

※４．固定資産除却損の内訳 ※４．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 3百万円

その他（有形固定資産） 0百万円

その他（無形固定資産） 1百万円

計 5百万円

建物及び構築物 0百万円

その他（有形固定資産） 0百万円

計 1百万円
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

　５．　　　　　　　───── ※５．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

大韓民国　ソウル 有形固定資産 建物附属設備　

大韓民国　ソウル 有形固定資産
工具、器具及び

備品　

大韓民国　ソウル 有形固定資産 リース資産　

大韓民国　ソウル 無形固定資産
ソフトウエア

　

 　当社グループは、原則として事業の種類別セグメ

ント及び法人単位を基準に、独立のキャッシュ・フ

ロー単位に基づき資産のグルーピングを行ってお

ります。ただし、処分予定資産及び稼動遊休資産に

ついては、各資産をグルーピングの最小単位として

おります。

　上記各資産グループについては、当初の想定と比

べ収益性が著しく低下したため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（43百万

円）として特別損失に計上しております。その内訳

は、建物附属設備１百万円、工具、器具及び備品０百

万円、リース資産41百万円、ソフトウェア０百万円

であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フローをゼ

ロと見積もっております。

　６．　　　　　　　───── ※６．　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　 150百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 7,148,400 － － 7,148,400

合計 7,148,400 － － 7,148,400

自己株式     

普通株式 264 － － 264

合計 264 － － 264

２．配当に関する事項

　(１)配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月28日

取締役会
普通株式 142 20 平成19年３月31日 平成19年６月13日

　(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月26日

取締役会
普通株式 178  利益剰余金 25 平成20年３月31日 平成20年６月11日

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 7,148,400 － － 7,148,400

合計 7,148,400 － － 7,148,400

自己株式     

普通株式 264 73 － 337

合計 264 73 － 337

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加73株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

　(１)配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月26日

取締役会
普通株式 178 25 平成20年３月31日 平成20年６月11日

　(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月25日

取締役会
普通株式 107  利益剰余金 15 平成21年３月31日 平成21年６月15日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 5,974百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金

△0百万円

現金及び現金同等物 5,973百万円

現金及び預金勘定 5,926百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金

△524百万円

現金及び現金同等物 5,401百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース資産の内容

有形固定資産

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

その他（有形
固定資産）

236 85 150

その他（無形
固定資産）

50 32 18

合計 286 118 168

　主として、電子部品販売事業におけるコンピュータ

機器、電子機器販売事業における貸出用資産（「工

具、器具及び備品」）であります。

無形固定資産

　主として、電子部品販売事業、電子機器販売事業に

おける業務管理用ソフトウエア（「ソフトウェ

ア」）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。

(2)未経過リース料期末残高相当額 ２．オペレーティング・リース取引

１年内 54百万円

１年超 115百万円

計 170百万円

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年内 37百万円

１年超 45百万円

計 83百万円

　  　

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

 

支払リース料 54百万円

減価償却費相当額 48百万円

支払利息相当額 4百万円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 12百万円

１年超 30百万円

計 43百万円
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成20年３月31日現在） 当連結会計年度（平成21年３月31日現在）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
      

株式 144 276 131 104 143 39

債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 144 276 131 104 143 39

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
      

株式 35 25 △9 19 16 △3

債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 35 25 △9 19 16 △3

合計 180 301 121 123 160 36

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

52 2 － 63 33 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　
前連結会計年度(平成20年３月31日現在) 当連結会計年度(平成21年３月31日現在)

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

満期保有目的の債券   

非上場外国債券 － －

その他有価証券   

非上場株式 8 2
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

(1) 取引の内容

　　　当社グループの利用しているデリバティブ取引は、

　　為替予約取引であります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

当社グループのデリバティブ取引は、将来の為替変動

及び金利変動によるリスク回避を目的としており、投機

的な取引は行わない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

当社グループのデリバティブ取引は、将来の為替変動

によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。

(3) 取引の利用目的

当社グループのデリバティブ取引のうち、為替予約取

引は外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを回避し、

安定的な利益の確保を図る目的で利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。重要なヘッジ会計の方法は、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項４．(5)重要なヘッ

ジ会計の方法に記載しております。

(3) 取引の利用目的

同左

(4) 取引に係るリスクの内容

　　　当社グループのデリバティブ取引のうち、為替予約

　　取引は為替相場の変動によるリスクを有しておりま

　　す。

　　　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

　　しているため信用リスクはほとんどないと認識してお

　　ります。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

当社グループのデリバティブ取引の執行・管理につ

いては、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルール

に従い、当社経理部が決裁担当者の承認を得て行ってお

ります。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足的説明

外貨建取引等会計処理基準により、外貨建金銭債権債

務等に振り当てたデリバティブ取引、及びヘッジ会計が

適用されているデリバティブ取引については、開示の対

象から除いております。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足的説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額で

あり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大き

さを示すものではありません。なお、ヘッジ会計が適用

されているデリバティブ取引については、開示の対象か

ら除いております。

２．取引の時価等に関する事項

 (１)通貨関連

区分 種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外

の取引

 為替予約取引         

 売建         

米ドル － － － － 134 － 138 △4

合計 － － － － 134 － 138 △4

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 58/109



前連結会計年度  当連結会計年度

 （平成20年３月31日）   （平成21年３月31日）

（注）１．　　　　　 ─────　　　  （注）１．時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づ

き算定しております。　

２．           ─────  ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

取引は記載対象から除いております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

(1) 退職給付制度

　当社及び一部の連結子会社（国内）は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金

制度をそれぞれ設けております。また、当社及び一部の連結子会社（国内）はこのほか複数事業主制度に

よる企業年金（東京都電機厚生年金基金）に加盟しております。従業員の退職等に際して、退職給付会計

に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。なお、当

社は従来の適格退職年金制度について確定給付企業年金制度へ平成20年４月１日に移行しております。

(2) 制度別の補足説明

① 適格退職年金制度

　 設 定 時 期 そ の 他

当　　社 平成14年
平成20年４月１日に確定給付企業年

金制度に移行しております。

② 厚生年金基金制度

　 設 定 時 期 そ の 他

当社及び一部の連結子会社（国内） 昭和54年 －

（注）総合設立型の基金であります。

③ 退職一時金制度

　 設 定 時 期 そ の 他

一部の連結子会社（国内） 平成15年 －

④ 確定給付企業年金制度

　 設 定 時 期 そ の 他

当　　社 平成20年 －

２．退職給付債務及びその内訳

　

前連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

（百万円）

当連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

（百万円）

(1) 退職給付債務 △579 △581

(2) 年金資産 322 301

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △256 △280

(4) 未認識数理計算上の差異 7 76

(5) 未認識過去勤務債務 △48 △42

(6) 連結貸借対照表計上額純額

（(3)＋(4)＋(5)）
△297 △245

(7) 前払年金費用 － －

(8) 退職給付引当金（(6)－(7)） △297 △245

前連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

（注）１．執行役員等の退職慰労金連結会計年度末要支給

額40百万円については「(1)退職給付債務」に

含めて記載しております。

（注）１．　　　　　　─────

 

 

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、当

連結会計年度の当該年金資産の当社及び連結子

会社（国内）相当分は、3,542百万円でありま

す。

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、当

連結会計年度の当該年金資産の当社及び連結子

会社（国内）相当分は、2,746百万円でありま

す。

３．連結子会社（国内）は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。

３．連結子会社（国内）は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。
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前連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

４．当社において「１．採用している退職給付制度

の概要」に記載した制度移行が決定されたこと

に伴い、過去勤務債務が36百万円発生しており、

当連結会計年度において過去勤務債務の処理方

法に従い処理をしております。

４．　　　　　　─────

３．退職給付費用の内訳

　

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

（百万円）

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

（百万円）

退職給付費用   

(1) 勤務費用 67 69

(2) 利息費用 10 10

(3) 期待運用収益（減算） △2 △9

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 △1 0

(5) 過去勤務債務の費用処理額 △3 △6

(6) 退職給付費用 ((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 70 64

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

（注）１．執行役員等の退職慰労金に係る退職給付費用７

百万円については「(1)勤務費用」に含めて記

載しております。

（注）１．　　　　　　─────

 

 

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、当

連結会計年度の当該年金基金への拠出額は、128

百万円であります。

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、当

連結会計年度の当該年金基金への拠出額は、125

百万円であります。

３．簡便法を採用している連結子会社（国内）の退

職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しており

ます。

３．簡便法を採用している連結子会社（国内）の退

職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しており

ます。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成21年３月31日現在）

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(2) 割引率（％） 2.00 同左

(3) 期待運用収益率（％） 1.10 3.00

(4) 過去勤務債務の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費用処

理しております。

同左

(5) 数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

同左

５．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

　(1) 制度全体の積立状況に関する事項
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　 　 前連結会計年度 　 当連結会計年度

　 　 　

（平成19年３月31日現在）　

　 　

（平成20年３月31日現在）　

年金資産の額　 　 343,789百万円 　 299,283百万円

年金財政計算上の給付債務の額 　 315,981百万円  327,524百万円

差引額 　 27,808百万円  △28,241百万円　

　(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

　 　 前連結会計年度 　 当連結会計年度

　 　 （自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

　 （自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

　 　 1.09％  1.13％　

　(3) 補足説明

　 　 前連結会計年度 　 当連結会計年度

　 　 　

（平成19年３月31日現在）　

　 　

（平成20年３月31日現在）　

　 　 ───── 　 　上記(1)の差引額の主な要因は、

剰余金25,038百万円、資産評価調

整加算額△31,351百万円、未償却

過去勤務債務残高△21,928百万

円であり、本制度における過去

勤務債務の償却方法は期間20年

の元利均等償却であります。な

お、上記(2)の割合は、当社の実際

の負担割合とは一致いたしませ

ん。

       

　(追加情報）

　 　 前連結会計年度 　 当連結会計年度

　 　 　

（自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日）　

　 　

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

　 　   当連結会計年度より、「『退

職給付に係る会計基準』の一

部改正（その２）」（企業会

計基準第14号 平成19年５月15

日）を適用しております。

　 ─────
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

商品評価損否認 91百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 135百万円

未払事業税否認 34百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 23百万円

無形固定資産償却超過額 24百万円 

減価償却超過額 4百万円

研究開発費等否認 44百万円

会員権評価損否認 11百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 54百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額
122百万円

投資有価証券評価損否認 66百万円

減損損失否認 2百万円

その他 64百万円

繰延税金資産小計 680百万円

評価性引当額 △35百万円

繰延税金資産計 644百万円

繰延税金負債   

在外子会社の留保利益 △144百万円

その他有価証券評価差額金 △49百万円

その他 △18百万円

繰延税金負債計 △212百万円

繰延税金資産の純額 431百万円

　上記繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

繰延税金資産（流動） 331百万円

繰延税金資産（固定） 112百万円

繰延税金負債（流動） △8百万円

繰延税金負債（固定） △3百万円

計 431百万円

繰延税金資産   

商品評価損否認 44百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 93百万円

未払事業税否認 8百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 17百万円

無形固定資産償却超過額 22百万円 

減価償却超過額 3百万円

研究開発費等否認 37百万円

会員権評価損否認 15百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 43百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額
101百万円

投資有価証券評価損否認 42百万円

連結子会社への投資に係る税効果 40百万円

減損損失否認 4百万円

その他 28百万円

繰延税金資産小計 503百万円

評価性引当額 △67百万円

繰延税金資産計 435百万円

繰延税金負債   

在外子会社の留保利益 △63百万円

その他有価証券評価差額金 △14百万円

その他 △26百万円

繰延税金負債計 △103百万円

繰延税金資産の純額 331百万円

　上記繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

繰延税金資産（流動） 217百万円

繰延税金資産（固定） 134百万円

繰延税金負債（流動） △15百万円

繰延税金負債（固定） △3百万円

計 331百万円
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

国内の法定実効税率 40.7％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない

項目
5.4％

外国税額控除 △2.2％

国内と海外との税率差異 △6.9％

連結子会社からの受取配当金等 2.7％

過年度法人税等 1.4％ 

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.1％

国内の法定実効税率 40.7％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない

項目
6.5％

均等割 1.1％

連結子会社からの受取配当金等 1.3％

評価性引当額 5.2％ 

国内と海外との税率差異 △3.8％ 

法人税法改正に伴う在外子会社の留

保利益に係る税効果の取崩
△7.1％ 

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7％

（企業結合等関係）

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　
電子部品
（百万円）

電子機器
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

前連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

     

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 105,449 23,135 128,585 － 128,585

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 105,449 23,135 128,585 － 128,585

営業費用 103,237 22,301 125,539 742 126,282

営業利益 2,211 834 3,045 (742) 2,303

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 28,088 9,765 37,853 3,115 40,969

減価償却費 179 68 247 64 312

資本的支出 28 116 144 13 157

　
電子部品
（百万円）

電子機器
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

     

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 81,874 22,042 103,916 － 103,916

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 81,874 22,042 103,916 － 103,916

営業費用 80,310 21,392 101,702 680 102,383

営業利益 1,564 650 2,214 (680) 1,533

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
     

資産 19,155 8,204 27,359 3,280 30,639

減価償却費 99 93 193 40 233

減損損失 － 43 43 － 43

資本的支出 27 22 50 29 80

　（注）１．事業区分の方法

当社グループの事業は、製品市場の類似性を考慮し、半導体・電子部品等の販売を行う「電子部品販売事

業」と、電子機器・記録媒体品・製品等の販売を行う「電子機器販売事業」とに区分しております。

２．各区分に属する主要な商・製品
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事業区分 主要商・製品

電子部品販売事業 半導体、ピックアップユニット等

電子機器販売事業 音響映像機器、システム製品、記録媒体品、教育用ソフトウェア等

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容

　 前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）
主な内容

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額
742 680

当社の総務・経理部門及び情報システ

ム部門に係る費用

消去又は全社の項目に含め

た全社資産の金額
3,115 3,280

当社における余資運用資金（現金預金

及び有価証券）、長期投資資金（投資

有価証券）及び上記管理部門に係る資

産等

４．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（1）③に記載のとおり、当連結会計年度より、

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益が、「電子部品販売事

業」で73百万円減少し、「電子機器販売事業」で19百万円減少しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月

17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益

が、「電子部品販売事業」で６百万円減少し、「電子機器販売事業」に与える影響は軽微であります。

（リース取引に関する会計基準の適用）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益が、「電子部品販売事業」で

２百万円増加し、「電子機器販売事業」で３百万円増加しております。また、「消去又は全社」に与える影響

は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

前連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

     

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 97,424 31,160 128,585 － 128,585

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
12,838 252 13,090 (13,090) －

計 110,262 31,413 141,675 (13,090) 128,585

営業費用 107,778 30,842 138,621 (12,339) 126,282

営業利益 2,484 570 3,054 (751) 2,303

Ⅱ．資産 33,196 8,220 41,417 (447) 40,969

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

     

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 76,627 27,288 103,916 － 103,916

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
10,737 69 10,806 (10,806) －

計 87,365 27,358 114,723 (10,806) 103,916

営業費用 85,646 26,876 112,523 (10,140) 102,383

営業利益 1,718 481 2,200 (666) 1,533

Ⅱ．資産 22,660 6,526 29,186 1,453 30,639

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

アジア……大韓民国、中国、シンガポール

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容

　 前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）
主な内容

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額
742 680

当社の総務・経理部門及び情報システ

ム部門に係る費用

消去又は全社の項目に含め

た全社資産の金額
3,115 3,280

当社における余資運用資金（現金預金

及び有価証券）、長期投資資金（投資

有価証券）及び上記管理部門に係る資

産等

４．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（1）③に記載のとおり、当連結会計年度より、

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益が、「日本」で37百万円
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減少し、「アジア」で55百万円減少しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月

17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益

が、「アジア」で６百万円減少しております。

（リース取引に関する会計基準の適用）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益が、「日本」で６百万円増加

しております。
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【海外売上高】

　 　 アジア

前連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

Ⅰ　海外売上高（百万円） 51,631

Ⅱ　連結売上高（百万円） 128,585

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合

（％）
40.2

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

Ⅰ　海外売上高（百万円） 44,982

Ⅱ　連結売上高（百万円） 103,916

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合

（％）
43.3

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．当該区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

アジア……大韓民国、中国、シンガポール

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上の

関係

その他の

関係会社

ソニー

株式会社

東京都

港区
630,576

電子・電気

機械器具の

製造・販売

(被所有)

直接 28.5

間接　2.0

－

電子部品

等の仕入

(特約店)

電子部

品等の

仕入

49,030

支払手

形及び

買掛金

8,520

　（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

電子部品等の仕入は、市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。

(2) 兄弟会社等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上の

関係

その他の

関係会社

の子会社

ソニー

イーエム

シーエス

株式会社

東京都

港区
6,741

電子・電気

機械器具の

製造・販売

－ －
電子部品

等の販売

電子部

品等の

売上

3,907

受取手

形及び

売掛金

485

その他の

関係会社

の子会社

ソニーケ

ミカル＆

インフォ

メーショ

ンデバイ

ス

株式会社

東京都

品川区
5,480

電子・電気

機械器具の

製造・販売

－ －
電子部品

等の仕入

電子部

品等の

仕入

1,082

支払手

形及び

買掛金

544

　（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

電子部品等の売上及び仕入は、市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。

当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。
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　この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員、連結財務諸表提出会社の

連結子会社と関連当事者との取引が開示対象に追加されております。

１．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)
割合(％)

関連当事

者との関

係

取引の内

容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

その他の

関係会社

ソニー

株式会社

東京都

港区
630,765

電子・電気

機械器具の

製造・販売

(被所有)

直接 28.5

間接　2.0

電子部品

等の仕入　

(特約店)

電子部品

等の仕入
36,283

支払手形及

び買掛金

その他流動

負債

その他流動

資産

4,279

 

91

 

23

（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)
割合(％)

関連当事

者との関

係

取引の内

容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

その他の

関係会社

の子会社

ソニーケ

ミカル＆

インフォ

メーショ

ンデバイ

ス

株式会社

東京都

品川区
5,480

電子・電気

機械器具の

製造・販売

－
電子部品

等の仕入

電子部品

等の仕入
2,419

支払手形及

び買掛金
685

（ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容又

は職業

議決権等の

所有

(被所有)
割合(％)

関連当事

者との関

係

取引の内

容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

連結子会

社の役員
洪　錫潤 － －

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(K)CO.,LTD.

代表理事会長

－
株式の

購入　

株式の

購入
309 － －

（注）１．上記（ア）～（ウ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針

（1）電子部品等の仕入は、市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。

（2）株式の購入については、第三者機関による評価額に基づいて決定しております。
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（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)
割合(％)

関連当事

者との関

係

取引の内

容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

その他の

関係会社

の子会社

ソニー

マーケ

ティング

株式会社

東京都

港区
8,000

電子・電気

機械器具の

製造・販売

(被所有)

直接　2.0

電子機器

等の仕入

電子機器

等の仕入
7,202

支払手形及

び買掛金
1,735

その他の

関係会社

の子会社

Sony Korea

Corporation

大韓民国

ソウル

1,600

百万韓国

ウォン

電子・電気

機械器具の

製造・販売

－
電子部品

等の仕入

電子部品

等の仕入
6,778

支払手形及

び買掛金
653

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針

（1）電子機器及び電子部品等の仕入は、市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額       1,266円08銭

１株当たり当期純利益金額       117円56銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 1,248円89銭

１株当たり当期純利益金額     58円87銭

同左

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（百万円） 840 420

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る当期純利益（百万円） 840 420

　普通株式の期中平均株式数（千株） 7,148 7,148
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（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（希望退職者の募集）

　連結財務諸表提出会社は、平成21年２月23日開催の取締役会において下記のとおり希望退職者の募集について

決議いたしました。

１. 退職者募集を行なうに至った経緯

　世界同時不況の影響を受け、当社グループの足下の経営環境は非常に厳しく、また、当面の間、市場環境の大幅な

好転は期待できない状況にあります。当社グループは、すでに経費削減の一環として、役員報酬、従業員賞与引当

金、旅費交通費、交際接待費等の削減を実施しておりますが、より抜本的な構造改革を断行し、競争力のある強固

な経営基盤を構築する必要があると判断し、その一施策として希望退職者を募集することを決定いたしました。

２．希望退職者募集の概要

（1）対象者　　：　連結財務諸表提出会社正社員、勤続３年以上

（2）募集人員　：　20名程度　

（3）募集期間　：　平成21年４月24日から平成21年５月15日まで

（4）退職日　　：　平成21年６月30日

（5）優遇措置　：　特別加算金を支給

（6）再就職支援：　希望者に対し、再就職支援会社等を通じて再就職支援を実施

３．希望退職者募集の結果

（1）応募者数　：　20名

（2）退職日　　：　平成21年６月30日

４. 当社グループの損益に与える影響

　今回の希望退職者募集に伴い発生する特別加算金、再就職支援等に係る費用は約145百万円であり、平成22年３

月期において特別損失として計上する予定であります。

（共同持株会社設立による経営統合）

　連結財務諸表提出会社（以下、「共信テクノソニック」という）と株式会社ユーエスシー（以下、「ユーエス

シー」という）は、平成21年10月１日（以下、「本株式移転効力発生日」という）を期して、株式移転により株式

会社ＵＫＣホールディングス（以下、「共同持株会社」という）を設立すること（以下、「本経営統合」とい

う）について合意に至り、平成21年５月22日開催の両社取締役会において承認のうえ、同日付で両社の経営統合

に関する「統合契約書」を締結し、平成21年６月29日開催の定時株主総会において承認を受けました。なお、ユー

エスシーにおきましても、平成21年６月26日開催の定時株主総会において本経営統合について承認を受けており

ます。

１.株式移転による経営統合の目的

（1）経営統合の背景

　両社が属するエレクトロニクス業界においては、シェア競争や価格競争が激化し、主に電機メーカーに半導体

・電子部品を供給するエレクトロニクス商社を取り巻く経営環境も単独での生き残りが危ぶまれる過酷な状況

が予想されておりましたが、かかる状況に、昨年秋以降の世界同時不況、急激な需要縮小といった経済環境の悪

化が拍車をかける事態となっております。

　このような経済環境を受け、ともにソニー製半導体の販売特約店である両社は危機意識を共有し、エレクトロ

ニクス商社には抜本的な構造変革が今後不可欠であるということで意見が一致し、両社が経営を統合すること

により、勝ち残りを実現できる強い事業体の構築と今後の更なる企業価値の拡大・創造にいち早く取り組むこ

とが重要であるとの合意に至りました。

  本経営統合により共同持株会社は、売上規模においてエレクトロニクス商社の業界トップクラスに飛躍いた

します。
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　両社の共通事業であるソニー製デバイスの販売においては日本のコンシューマーエレクトロニクス業界を中

心にＩＴ・メディカル・インダストリアル分野にまたがる顧客基盤を獲得することとなり、その強力かつ広範

な顧客基盤に対して、海外製電子デバイスを含めた様々な商材及びサービスを提供してまいります。

  技術面におきましても、両社の保有するエンジニアリング機能を統合活用することにより、設計・生産等のモ

ノ作りやデバイスのデザイン活動に関して、これまで以上のスピーディーできめ細かなサポート体制の構築を

図ってまいります。

　また、両社の統合により拡大・拡充した事業基盤及び経営資源を最大活用し、Ｍ＆Ａを含めた更なる成長への

機会を模索してまいります。

　両社は、これらの取り組みを通じて統合によるシナジー効果の最大化をはかり、両社の経営資源を最大限に活

かして、ソニー製デバイスの販売に加え、海外製デバイスや新規商材の創出・拡大にグループの総力を挙げて取

り組むとともに、収益の柱となる新たな事業の立ち上げ・育成に取り組んでまいります。

　また、適材適所・能力重視を旨とする人材登用により、経営環境の変化に柔軟に対応できる体制を構築するこ

とで、質・量共に日本のエレクトロニクス商社ナンバーワンとしてふさわしい企業集団を目指してまいります。

２.株式移転の要旨

（１）株式移転の日程

　株主総会基準日（両社）　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年３月31日（火）

　株式移転決議取締役会（両社）　　　　　　　　　　　　　　平成21年５月22日（金）

　株式移転計画作成及び統合契約書締結（両社）　　　　　　　平成21年５月22日（金）

　株式移転計画承認株主総会（定時）（ユーエスシー）　　　　平成21年６月26日（金）

　株式移転計画承認株主総会（定時）（共信テクノソニック）　平成21年６月29日（月）

　株式売買最終日（両社）　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年９月24日（木）（予定）

　上場廃止日　東京証券取引所（ユーエスシー）　　　　　　　平成21年９月25日（金）（予定）

　上場廃止日　ジャスダック証券取引所（共信テクノソニック）平成21年９月25日（金）（予定）

　共同持株会社設立登記日（本株式移転効力発生日）　　　　　平成21年10月１日（木）（予定）

　共同持株会社上場日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年10月１日（木）（予定）

　　ただし、今後手続きを進める中で、やむを得ない状況などが生じた場合には、両社協議の上、日程を変更する場合

があります。

（２）株式移転の方法及び割当ての内容

会社名 ユーエスシー 共信テクノソニック

株　式　移　転　比　率 1 0.45

（注１）ユーエスシーの株式１株に対して、共同持株会社の株式１株、共信テクノソニックの株式１株に対

して、共同持株会社の株式0.45株を割当て交付します。なお、本株式移転により、ユーエスシー又は

共信テクノソニックの株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式の数に１株に満た

ない端数が生じた場合には、会社法第234条その他関連法令の規定に従い、当該株主に対し１株に

満たない金額をお支払いいたします。ただし、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重

大な変更が生じた場合は、両社協議の上、変更することがあります。また、共同持株会社の単元株式

数は、100株といたします。

（注２）共同持株会社が発行する株式数（予定）

普通株式　14,493,724株

上記は、ユーエスシーの発行済株式総数11,276,944株（平成21年３月31日時点）、共信テクノソ

ニックの発行済株式総数7,148,400株（平成21年３月31日時点）を前提とした株式数であり、ユー

エスシー及び共信テクノソニックは本株式移転効力発生日の前日までにそれぞれが保有する自己

株式のすべての消却を予定しているため、共同持株会社が交付する新株式数は変動いたします。

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 74/109



（３）共同持株会社の上場申請に関する事項

　　共信テクノソニック及びユーエスシーは、新たに設立する共同持株会社の株式について、東京証券取引所に新規

上場を行う予定です。上場日は、東京証券取引所の規則等に基づいて決定されますが、共同持株会社設立登記日

である平成21年10月１日を予定しております。新たに設立する共同持株会社の株式は、ジャスダック証券取引所

への上場はいたしません。

３.株式移転により新たに設立する会社の状況

（１）商号
株式会社ＵＫＣホールディングス

（英文名：UKC Holdings Corporation)

（２）事業内容

 

 

 

各種半導体・電子部品販売事業、電子機器・システム機器販売事業、品質

検査事業、ＥＭＳ事業、半導体・ハード／ソフトウェアデザインサービス

等を含む会社の株式又は持分を保有することにより、当該会社の事業活

動を支配・管理すること

（３）本店所在地 東京都品川区大崎一丁目６番４号

（４）資本金 40億円

（５）純資産 未定　

（６）総資産 未定　

（７）決算期 ３月31日　

（８）会計処理の概要

 

 

本株式移転は、企業結合会計基準における「取得」に該当するため、パー

チェス法を適用することが見込まれており、共同持株会社の連結貸借対

照表において「負ののれん」の計上が見込まれております。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

共信テクノソニック

株式会社
 第６回無担保社債 平成18年３月28日

1,500

(1,500)
－ －　 － －　

共信テクノソニック

株式会社
 第７回無担保社債 平成18年３月31日

1,000

(1,000)
－ －　 － －　

合計 － －
2,500

(2,500)
－ － － －

　（注）（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 679 1,158 2.1 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,721 938 1.5 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 63 3.9 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,758 4,169 1.5 平成22～24年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 137 3.9 平成22～29年

その他有利子負債 － － － －

計 6,158 6,467 － －

　（注）１．平均利率については、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 3,280 888 － －

リース債務 56 44 18 7

(２)【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 
第１四半期

自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

第２四半期
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

第３四半期
自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

第４四半期
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

売上高 （百万円） 28,050 29,044 24,042 22,779

税金等調整前四半期純

利益金額（△損失）
（百万円） 150 567 △266 476

四半期純利益金額（△

損失）
（百万円） 27 292 △177 278

１株当たり四半期純利

益金額（△損失）
（円） 3.81 40.95 △24.8 38.9
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

第47期
(平成20年３月31日)

第48期
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,645 1,946

受取手形 1,811 845

売掛金 ※2
 21,321

※2
 13,636

商品 1,875 －

商品及び製品 － 1,156

貯蔵品 5 －

原材料及び貯蔵品 － 5

前渡金 72 －

前払費用 74 67

繰延税金資産 196 76

短期貸付金 110 －

未収入金 388 709

その他 38 17

貸倒引当金 △3 △10

流動資産合計 27,536 18,452

固定資産

有形固定資産

建物 130 134

減価償却累計額 △76 △83

建物（純額） 54 51

車両運搬具 2 2

減価償却累計額 △2 △2

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 105 116

減価償却累計額 △77 △84

工具、器具及び備品（純額） 28 31

リース資産 － 106

減価償却累計額 － △85

リース資産（純額） － 20

有形固定資産合計 82 103

無形固定資産

電話加入権 5 5

ソフトウエア 100 38

リース資産 － 3

無形固定資産合計 106 47

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 256 122

関係会社株式 902 1,198
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(単位：百万円)

第47期
(平成20年３月31日)

第48期
(平成21年３月31日)

破産更生債権等 － 0

長期前払費用 2 0

繰延税金資産 197 145

敷金及び保証金 89 81

会員権 25 16

その他 28 24

貸倒引当金 △31 △29

投資その他の資産合計 1,472 1,561

固定資産合計 1,660 1,712

資産合計 29,197 20,164

負債の部

流動負債

支払手形 ※1
 608 95

買掛金 ※1, ※2
 13,216

※2
 6,719

短期借入金 － 1,100

1年内償還予定の社債 2,500 －

1年内返済予定の長期借入金 596 738

リース債務 － 11

未払金 210 244

未払費用 33 16

未払法人税等 296 6

前受金 14 85

預り金 9 9

賞与引当金 185 82

役員賞与引当金 16 －

その他 4 7

流動負債合計 17,691 9,117

固定負債

長期借入金 ※5
 3,608

※5
 3,269

リース債務 － 11

退職給付引当金 281 222

役員退職慰労引当金 100 67

固定負債合計 3,989 3,570

負債合計 21,680 12,688
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(単位：百万円)

第47期
(平成20年３月31日)

第48期
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,433 1,433

資本剰余金

資本準備金 1,571 1,571

資本剰余金合計 1,571 1,571

利益剰余金

利益準備金 139 139

その他利益剰余金

別途積立金 2,325 2,325

繰越利益剰余金 1,974 1,985

利益剰余金合計 4,439 4,449

自己株式 △0 △0

株主資本合計 7,444 7,454

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 72 21

評価・換算差額等合計 72 21

純資産合計 7,516 7,475

負債純資産合計 29,197 20,164
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 ※5
 92,490

※5
 70,569

売上原価

商品期首たな卸高 2,637 1,875

当期商品仕入高 ※5
 86,415

※5
 65,658

合計 89,053 67,534

商品期末たな卸高 1,875 1,156

商品売上原価 87,177 ※6
 66,377

売上総利益 5,312 4,191

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 166 138

販売手数料 238 136

貸倒引当金繰入額 － 7

役員報酬 149 143

給料及び賞与 1,213 1,230

賞与引当金繰入額 185 82

役員賞与引当金繰入額 16 －

退職給付費用 142 135

役員退職慰労引当金繰入額 25 21

福利厚生費 173 165

旅費及び交通費 215 229

地代家賃 230 220

支払リース料 51 23

減価償却費 224 113

業務委託費 213 195

その他 ※1
 793

※1
 710

販売費及び一般管理費合計 4,040 3,556

営業利益 1,271 635

営業外収益

受取利息 4 3

受取配当金 ※5
 111

※5
 112

仕入割引 5 －

関係会社業務受託収入 43 25

雑収入 16 13

営業外収益合計 182 154
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(単位：百万円)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業外費用

支払利息 31 62

社債利息 66 30

売上債権売却損 118 55

為替差損 564 193

雑損失 0 28

営業外費用合計 781 369

経常利益 672 420

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 0

投資有価証券売却益 2 33

貸倒引当金戻入額 6 －

会員権売却益 5 3

特別利益合計 14 37

特別損失

固定資産売却損 － ※3
 0

固定資産除却損 ※4
 0

※4
 0

投資有価証券評価損 24 36

会員権売却損 1 －

会員権評価損 0 8

リース会計基準の適用に伴う影響額 － 1

特別損失合計 26 46

税引前当期純利益 660 411

法人税、住民税及び事業税 269 15

過年度法人税等 22 －

法人税等調整額 48 206

法人税等合計 340 222

当期純利益 319 189
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,433 1,433

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,433 1,433

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,571 1,571

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,571 1,571

資本剰余金合計

前期末残高 1,571 1,571

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,571 1,571

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 139 139

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 139 139

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,325 2,325

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,325 2,325

繰越利益剰余金

前期末残高 1,797 1,974

当期変動額

剰余金の配当 △142 △178

当期純利益 319 189

当期変動額合計 176 10

当期末残高 1,974 1,985

利益剰余金合計

前期末残高 4,262 4,439

当期変動額

剰余金の配当 △142 △178
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(単位：百万円)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当期純利益 319 189

当期変動額合計 176 10

当期末残高 4,439 4,449

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 7,267 7,444

当期変動額

剰余金の配当 △142 △178

当期純利益 319 189

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 176 10

当期末残高 7,444 7,454

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 144 72

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△72 △50

当期変動額合計 △72 △50

当期末残高 72 21

評価・換算差額等合計

前期末残高 144 72

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△72 △50

当期変動額合計 △72 △50

当期末残高 72 21

純資産合計

前期末残高 7,411 7,516

当期変動額

剰余金の配当 △142 △178

当期純利益 319 189

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △72 △50

当期変動額合計 104 △40

当期末残高 7,516 7,475
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【重要な会計方針】

項目
第47期

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

　総平均法による原価法

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均

法により算定）

(2)その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基

準及び評価方法

時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

(1)商品

移動平均法による原価法

(1)商品

　移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

 　 （会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日公表分）を適

用しております。

　これにより、営業利益、経常利益及

び、税引前当期純利益は、それぞれ45

百万円減少しております。

(2)貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の

方法

(1)有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　８～15年

工具器具及び備品　２～20年

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　８～15年

工具器具及び備品　２～20年
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項目
第47期

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益はそれぞれ１百万円減少してお

ります。

─────

 （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益に与える影響は軽微でありま

す。

─────

 (2)無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

同左

 (3)長期前払費用

　定額法

(3)長期前払費用

同左

 ───── (4)リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。
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項目
第47期

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

 (2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。

(2)賞与引当金

同左

 (3)役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しております。

(3)役員賞与引当金

同左

 (4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期から費

用処理しております。

なお、執行役員等の部分については、

執行役員等の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期から費

用処理しております。

 (5)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(5)役員退職慰労引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

─────
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項目
第47期

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。な

お、為替予約等が付されている外貨建金

銭債権債務等については、振当処理を

行っております。

(1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理を採用

しております。

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

為替予約

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ・ヘッジ対象

相場変動等による損失の可能性があ

る外貨建金銭債権債務等

 

 (3)ヘッジ方針

事業活動及び財務活動に伴う為替相

場などの相場変動によるリスクを低減

させる目的においてのみデリバティブ

取引を利用しております。

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジの有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産・負債等に関する重

要な条件が同一であり、有効性がおお

むね100％であることが明らかである

ため、有効性の判定は省略しておりま

す。

(4)ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段及びヘッジ対象につい

て、個別取引毎のヘッジ効果を検証し

ております。ただしヘッジ手段とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が同一の

場合は、ヘッジ効果が極めて高いこと

から、ヘッジの有効性の評価は省略し

ております。

８．その他財務諸表作成の

ための重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左

【会計処理方法の変更】

第47期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第48期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

───── （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　これにより、営業利益は３百万円増加し、経常利益は１百

万円増加し、税引前当期純利益に与える影響は軽微であり

ます。

【表示方法の変更】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

第47期
（平成20年３月31日現在）

第48期
（平成21年３月31日現在）

※１．担保に供している資産   １．　　　　　　　─────

投資有価証券 12百万円

　  　

上記に対する債務額   

支払手形 48百万円

買掛金 6百万円

計 55百万円

 

※２．関係会社に対する資産及び負債 ※２．関係会社に対する資産及び負債

売掛金 3,615百万円

買掛金 8,533百万円

売掛金 1,850百万円

買掛金 4,291百万円

　３．債権流動化に伴う買戻義務 2,736 百万円 　３．債権流動化に伴う買戻義務 1,307 百万円

　４．偶発債務

（1）次のとおり金融機関からの借入金に対し債務保

証を行っております。

　４．偶発債務

（1）次のとおり金融機関からの借入金に対し債務保

証を行っております。

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

 135百万円

平成堂株式会社  130百万円

共信コミュニケーションズ

株式会社
 1,275百万円

KYOSHIN COMMUNICATIONS

(KOREA) CO.,LTD.

 33百万円

KYOSHIN TECHNOSONIC

(SHENZHEN)LTD.
 24百万円

計   1,598百万円

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

 415百万円

共信コミュニケーションズ

株式会社
 700百万円

KYOSHIN COMMUNICATIONS

(KOREA) CO.,LTD.

 25百万円

KYOSHIN TECHNOSONIC

(SHENZHEN)LTD.　　※
 7百万円

計   1,148百万円

　 ※スタンドバイLCによる極度保証額は43百万円で

あり、平成21年３月31日現在の借入金残高は７百

万円であります。

　

（2）次のとおり仕入債務に対し債務保証を行ってお

ります。

（2）次のとおり仕入債務に対し債務保証を行ってお

ります。

KYOSHIN

TECHNOSONIC (S)

PTE LTD

  18百万円

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD．

  324百万円

計   343百万円

KYOSHIN

TECHNOSONIC (S)

PTE LTD

  1百万円

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD．

  117百万円

計   119百万円
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第47期
（平成20年３月31日現在）

第48期
（平成21年３月31日現在）

※５．配当制限

　借入金のうち長期借入金3,000百万円には財務制限条

項が付されており、特定の条項に抵触した場合、該当

する借入先に対し借入金を一括返済する可能性があ

ります。当該条項のうち配当支払に関するものは以下

のとおりであります。

　決算及び中間決算につき、決算期の末日及び中間決

算の日において、貸借対照表（連結及び個別）の純資

産の部の金額を平成19年３月決算期末日における貸

借対照表（連結及び個別）の純資産の部の金額の

80％及び直前の決算期末日における貸借対照表（連

結及び個別）の純資産の部の金額の80％のいずれか

高い方の金額以上に維持すること。

※５．配当制限

同左
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（損益計算書関係）

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる

研究開発費
24百万円

一般管理費に含まれる

研究開発費
5百万円

　２．　　　　　　　────── ※２．固定資産売却益の内訳

 工具器具及び備品 0百万円

　３．　　　　　　　────── ※３．固定資産売却損の内訳

 工具器具及び備品 0百万円

※４．固定資産除却損の内訳 ※４．固定資産除却損の内訳

工具器具及び備品 0百万円 建物 0百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 0百万円

※５．関係会社に対する事項 ※５．関係会社に対する事項

売上高 13,175百万円

当期商品仕入高 49,248百万円

受取配当金 106百万円

売上高 11,027百万円

当期商品仕入高 36,517百万円

受取配当金 108百万円

　６．　　　　　　　────── ※６．　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　 92百万円
   

（株主資本等変動計算書関係）

第47期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 264 － － 264

合計 264 － － 264

第48期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 264 73 － 337

合計 264 73 － 337

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加73株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース資産の内容

有形固定資産

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具器具及び
備品

106 69 36

ソフトウェア 34 23 11

合計 140 92 47

　主として、電子部品販売事業におけるコンピュータ

機器（「工具、器具及び備品」）であります。

無形固定資産

　主として、電子部品販売事業における業務用管理用

ソフトウエアであります。（「ソフトウェア」）

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

(2)未経過リース料期末残高相当額  

１年内 25百万円

１年超 23百万円

計 48百万円

 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

 

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 28百万円

支払利息相当額 2百万円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 

（有価証券関係）

第47期（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）及び第48期（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

商品評価損否認 77百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 75百万円

未払事業税否認 22百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 13百万円

無形固定資産償却超過額 24百万円

会員権評価損否認 11百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 40百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額
114百万円

投資有価証券評価損否認 66百万円

関係会社株式評価損否認 141百万円

減損損失否認 2百万円

その他 31百万円

繰延税金資産小計 621百万円

評価性引当額 △177百万円

繰延税金資産計 443百万円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △49百万円

繰延税金資産の純額 394百万円

繰延税金資産   

商品評価損否認 37百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 33百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 12百万円

無形固定資産償却超過額 20百万円

会員権評価損否認 15百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 27百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額
92百万円

投資有価証券評価損否認 42百万円

関係会社株式評価損否認 141百万円

減損損失否認 4百万円

その他 15百万円

繰延税金資産小計 441百万円

評価性引当額 △203百万円

繰延税金資産計 237百万円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △14百万円

繰延税金資産の純額 222百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
10.1％

外国税額控除 △5.5％

過年度法人税等 3.3％

評価性引当額 1.6％ 

その他 1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.5％

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
6.6％

均等割 1.8％

外国税額控除 △1.7％

評価性引当額 6.4％ 

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.0％
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（１株当たり情報）

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額       1,051円55銭

１株当たり当期純利益金額       44円75銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 1,045円88銭

１株当たり当期純利益金額     26円45銭

同左

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
第47期

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

第48期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益（百万円） 319 189

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る当期純利益（百万円） 319 189

　普通株式の期中平均株式数（千株） 7,148 7,148
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（重要な後発事象）

第47期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

第48期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（希望退職者の募集）

　当社は、平成21年２月23日開催の取締役会において下記のとおり希望退職者の募集について決議いたしました。

１. 退職者募集を行なうに至った経緯

　世界同時不況の影響を受け、当社の足下の経営環境は非常に厳しく、また、当面の間、市場環境の大幅な好転は期

待できない状況にあります。当社は、すでに経費削減の一環として、役員報酬、従業員賞与引当金、旅費交通費、交

際接待費等の削減を実施しておりますが、より抜本的な構造改革を断行し、競争力のある強固な経営基盤を構築

する必要があると判断し、その一施策として希望退職者を募集することを決定いたしました。

２．希望退職者募集の概要

（1）対象者　　：　当社正社員、勤続３年以上

（2）募集人員　：　20名程度　

（3）募集期間　：　平成21年４月24日から平成21年５月15日まで

（4）退職日　　：　平成21年６月30日

（5）優遇措置　：　特別加算金を支給

（6）再就職支援：　希望者に対し、再就職支援会社等を通じて再就職支援を実施

３．希望退職者募集の結果

（1）応募者数　：　20名

（2）退職日　　：　平成21年６月30日

４. 当社損益に与える影響

　今回の希望退職者募集に伴い発生する特別加算金、再就職支援等に係る費用は約145百万円であり、平成22年３

月期において特別損失として計上する予定であります。

（共同持株会社設立による経営統合）

　当社（以下、「共信テクノソニック」という）と株式会社ユーエスシー（以下、「ユーエスシー」という）は、

平成21年10月１日（以下、「本株式移転効力発生日」という）を期して、株式移転により株式会社ＵＫＣホール

ディングス（以下、「共同持株会社」という）を設立すること（以下、「本経営統合」という）について合意に

至り、平成21年５月22日開催の両社取締役会において承認のうえ、同日付で両社の経営統合に関する「統合契約

書」を締結し、平成21年６月29日開催の定時株主総会において承認を受けました。なお、ユーエスシーにおきまし

ても、平成21年６月26日開催の定時株主総会において本経営統合について承認を受けております。

１.株式移転による経営統合の目的

（1）経営統合の背景

　両社が属するエレクトロニクス業界においては、シェア競争や価格競争が激化し、主に電機メーカーに半導体

・電子部品を供給するエレクトロニクス商社を取り巻く経営環境も単独での生き残りが危ぶまれる過酷な状況

が予想されておりましたが、かかる状況に、昨年秋以降の世界同時不況、急激な需要縮小といった経済環境の悪

化が拍車をかける事態となっております。

　このような経済環境を受け、ともにソニー製半導体の販売特約店である両社は危機意識を共有し、エレクトロ

ニクス商社には抜本的な構造変革が今後不可欠であるということで意見が一致し、両社が経営を統合すること

により、勝ち残りを実現できる強い事業体の構築と今後の更なる企業価値の拡大・創造にいち早く取り組むこ

とが重要であるとの合意に至りました。

　本経営統合により共同持株会社は、売上規模においてエレクトロニクス商社の業界トップクラスに飛躍いたし

ます。

　両社の共通事業であるソニー製デバイスの販売においては日本のコンシューマーエレクトロニクス業界を中

心にＩＴ・メディカル・インダストリアル分野にまたがる顧客基盤を獲得することとなり、その強力かつ広範
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な顧客基盤に対して、海外製電子デバイスを含めた様々な商材及びサービスを提供してまいります。

　技術面におきましても、両社の保有するエンジニアリング機能を統合活用することにより、設計・生産等のモ

ノ作りやデバイスのデザイン活動に関して、これまで以上のスピーディーできめ細かなサポート体制の構築を

図ってまいります。

　また、両社の統合により拡大・拡充した事業基盤及び経営資源を最大活用し、Ｍ＆Ａを含めた更なる成長への

機会を模索してまいります。

　両社は、これらの取り組みを通じて統合によるシナジー効果の最大化をはかり、両社の経営資源を最大限に活

かして、ソニー製デバイスの販売に加え、海外製デバイスや新規商材の創出・拡大にグループの総力を挙げて取

り組むとともに、収益の柱となる新たな事業の立ち上げ・育成に取り組んでまいります。

　また、適材適所・能力重視を旨とする人材登用により、経営環境の変化に柔軟に対応できる体制を構築するこ

とで、質・量共に日本のエレクトロニクス商社ナンバーワンとしてふさわしい企業集団を目指してまいります。

２.株式移転の要旨

（１）株式移転の日程

　株主総会基準日（両社）　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年３月31日（火）

　株式移転決議取締役会（両社）　　　　　　　　　　　　　　平成21年５月22日（金）

　株式移転計画作成及び統合契約書締結（両社）　　　　　　　平成21年５月22日（金）

　株式移転計画承認株主総会（定時）（ユーエスシー）　　　　平成21年６月26日（金）

　株式移転計画承認株主総会（定時）（共信テクノソニック）　平成21年６月29日（月）

　株式売買最終日（両社）　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年９月24日（木）（予定）

　上場廃止日　東京証券取引所（ユーエスシー）　　　　　　　平成21年９月25日（金）（予定）

　上場廃止日　ジャスダック証券取引所（共信テクノソニック）平成21年９月25日（金）（予定）

　共同持株会社設立登記日（本株式移転効力発生日）　　　　　平成21年10月１日（木）（予定）

　共同持株会社上場日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年10月１日（木）（予定）

　　ただし、今後手続きを進める中で、やむを得ない状況などが生じた場合には、両社協議の上、日程を変更する場合

があります。

（２）株式移転の方法及び割当ての内容

会社名 ユーエスシー 共信テクノソニック

株　式　移　転　比　率 1 0.45

（注１）ユーエスシーの株式１株に対して、共同持株会社の株式１株、共信テクノソニックの株式１株に対

して、共同持株会社の株式0.45株を割当て交付します。なお、本株式移転により、ユーエスシー又は

共信テクノソニックの株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式の数に１株に満た

ない端数が生じた場合には、会社法第234条その他関連法令の規定に従い、当該株主に対し１株に

満たない金額をお支払いいたします。ただし、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重

大な変更が生じた場合は、両社協議の上、変更することがあります。また、共同持株会社の単元株式

数は、100株といたします。

（注２）共同持株会社が発行する株式数（予定）

普通株式　14,493,724株

上記は、ユーエスシーの発行済株式総数11,276,944株（平成21年３月31日時点）、共信テクノソ

ニックの発行済株式総数7,148,400株（平成21年３月31日時点）を前提とした株式数であり、ユー

エスシー及び共信テクノソニックは本株式移転効力発生日の前日までにそれぞれが保有する自己

株式のすべての消却を予定しているため、共同持株会社が交付する新株式数は変動いたします。

（３）共同持株会社の上場申請に関する事項

　　共信テクノソニック及びユーエスシーは、新たに設立する共同持株会社の株式について、東京証券取引所に新規

上場を行う予定です。上場日は、東京証券取引所の規則等に基づいて決定されますが、共同持株会社設立登記日

である平成21年10月１日を予定しております。新たに設立する共同持株会社の株式は、ジャスダック証券取引所

への上場はいたしません。
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３.株式移転により新たに設立する会社の状況

（１）商号
株式会社ＵＫＣホールディングス

（英文名：UKC Holdings Corporation)

（２）事業内容

 

 

 

各種半導体・電子部品販売事業、電子機器・システム機器販売事業、品質

検査事業、ＥＭＳ事業、半導体・ハード／ソフトウェアデザインサービス

等を含む会社の株式又は持分を保有することにより、当該会社の事業活

動を支配・管理すること

（３）本店所在地 東京都品川区大崎一丁目６番４号

（４）資本金 40億円

（５）純資産 未定　

（６）総資産 未定　

（７）決算期 ３月31日　

（８）会計処理の概要

 

 

本株式移転は、企業結合会計基準における「取得」に該当するため、パー

チェス法を適用することが見込まれており、共同持株会社の連結貸借対

照表において「負ののれん」の計上が見込まれております。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（百万円）

当期末残高

（百万円）

当期末減価償却

累計額又は償却

累計額

（百万円）

当期償却額

（百万円）

差引当期末残

高

（百万円）

有形固定資産        

建物 130 13 9 134 83 9 51

車両運搬具 2 － 0 2 2 0 0

工具、器具及び備品 105 19 8 116 84 15 31

リース資産 － 106 － 106 85 16 20

有形固定資産計 238 139 17 360 256 40 103

無形固定資産        

電話加入権 5 － － 5 － － 5

ソフトウェア 1,146 7 5 1,149 1,111 65 38

リース資産 － 34 － 34 30 7 3

無形固定資産計 1,151 42 5 1,188 1,141 72 47

長期前払費用 11 － 9 1 1 2 0

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 34 27 21 1 39

賞与引当金 185 82 185 － 82

役員賞与引当金 16 － 16 － －

役員退職慰労引当金 100 21 54 － 67

（注）貸倒引当金のその他の当期減少額１百万円は、債権回収に伴う取崩しであります。
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(２)【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

１）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金の種類  

当座預金 834

普通預金 1,111

小計 1,945

合計 1,946

２）受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

カシオ計算機株式会社 529

株式会社セコニック 45

会津オリンパス株式会社 28

十和田オーディオ株式会社 28

クラリオン株式会社 27

その他 185

合計 845

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成21年４月 －

５月 3

６月 46

７月 756

８月 38

９月　以降 1

合計 845

３）売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 3,267

富士通株式会社 1,172

KYOSHIN TECHNOSONIC（ASIA）LTD. 997

株式会社日立製作所 861

株式会社東芝 759

その他 6,577
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相手先 金額（百万円）

合計 13,636

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

21,321 72,676 80,361 13,636 85.5 87.8

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

４）商品及び製品

品目 金額（百万円）

商品  

半導体 852

電子部品 218

電子機器 84

合計 1,156

５）原材料及び貯蔵品　

品目 金額（百万円）

貯蔵品  

用度品他雑品 5

合計 5

②　固定資産

１）関係会社株式

相手先 金額（百万円）

KYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD. 539

共信コミュニケーションズ株式会社 320

KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA) LTD. 241

その他 98

合計 1,198

③　流動負債

１）支払手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

コグネックス株式会社 26

株式会社日立国際電気 14

スタンレー電気株式会社 13
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相手先 金額（百万円）

フクデン株式会社 10

ソニーマニュファクチュアリングシステムズ株式会社 9

その他 21

合計 95

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成21年４月 31

５月 42

６月 21

７月 －

８月 －

９月　以降 －

合計 95

２）買掛金

相手先 金額（百万円）

ソニー株式会社 4,279

ソニーケミカル＆インフォメーションデバイス株式会社 685

株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 569

ソニーマニュファクチュアリングシステムズ株式会社 304

京セラ株式会社 231

その他 650

合計 6,719

３）短期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社みずほ銀行 600

株式会社三井住友銀行 500

合計 1,100

④固定負債

１）長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社みずほ銀行 1,500

株式会社三井住友銀行 1,000

株式会社三菱東京UFJ銀行 633

三菱UFJ信託銀行株式会社 136

合計 3,269
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(３)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

　

　

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

株主名簿管理人

　

　

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

　　　規程による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受

　　　ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　　１  有価証券報告書及びその添付書類

　　　　事業年度（第47期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月25日関東財務局長に提出

　　２　四半期報告書及び確認書

　　　　（第48期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月14日関東財務局長に提出

　　　　（第48期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月14日関東財務局長に提出

　　　　（第48期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日関東財務局長に提出

　　３　有価証券報告書の訂正報告書

　　　　平成20年９月26日関東財務局長に提出 

　　　　平成19年６月27日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

　　　　平成20年９月26日関東財務局長に提出 

　　　　平成20年６月25日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

　　４　臨時報告書

　　　　平成21年５月25日関東財務局長に提出 

　　　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成20年６月25日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社

　　取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 岸　  信一

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 飯室　進康

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる共信テクノソニック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明

細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信

テクノソニック株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告

書提出会社)が別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成21年６月29日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社

　　取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 岸　  信一

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 飯室　進康

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる共信テクノソニック株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明
細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財
務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基
礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信
テクノソニック株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年
度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年５月22日開催の取締役会において、株式会社ユーエスシー

との間で株式移転により共同持株会社を設立することを決議のうえ、同日付で「統合契約書」を締結し、平成21年６月

29日開催の定時株主総会にて承認された。

＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、共信テクノソニック株式会社
の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内
部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を
表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することが
できない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統
制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないか
どうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制
の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討
することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい
る。
　当監査法人は、共信テクノソニック株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示
した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に
準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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追記情報

　内部統制報告書に記載されているとおり、会社は平成21年５月22日開催の取締役会において、株式会社ユーエスシー

との間で株式移転により共同持株会社を設立することを決議のうえ、同日付で「統合契約書」を締結し、平成21年６月

29日開催の定時株主総会にて承認された。この経営統合は、翌期以降の会社の財務報告に係る内部統制の有効性の評価

に重要な影響を及ぼす可能性がある。

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上
　
　
　
　
　
　

　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告
書提出会社)が別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成20年６月25日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社

　　取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 岸　  信一

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 飯室　進康

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる共信テクノソニック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共

信テクノソニック株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告

書提出会社)が別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成21年６月29日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社

　　取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 岸　  信一

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 飯室　進康

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる共信テクノソニック株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第48期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共

信テクノソニック株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年５月22日開催の取締役会において、株式会社ユーエスシー

との間で株式移転により共同持株会社を設立することを決議のうえ、同日付で「統合契約書」を締結し、平成21年６月

29日開催の定時株主総会にて承認された。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告

書提出会社)が別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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